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第'章鼠じめに

平成7年の雲仙普賢岳の噴火活動はかなり落ち着いており、 5月25日に火山噴火予知連絡会により、雲仙普賢

岳の噴火活動が停止状態にあるとの見解が発表された。島原市における災害復興事業は、平成5年3月に策定さ

れた島原市復興計画1)、災害の長期化・拡大に伴って、平成7年 3月に改訂された島原市復興計画改言T版2)，こ沿

って、生活再建、防災都市づくり、地域の活性化を 3本の柱とし、日食1<.活動治三事断定することを前提として、数々

の事業に着手してきている。

平成6、7年には、土石流被害が発生せず、生活再建の分野を中心に防災都市づくりにおいても、応急刻策が

終了し、本格的復興に向けての動きが始まった。日食』く活動の沈静化に伴い、 12月 16日には陸上自衛隊災害病室

隊が撤収した。さらに今後災害対策本部の規模の縮小が予想されるO 火否判涜の危険性は去ったものの、防災工事

が終了するまでの問、土石流発生による被害はJL'酒己されている。さらに、島原市内では、過去にも 1792年の眉山

崩壊を引き起こした大地震や、 1922年の千々石(橘)湾地震(M6.9)、1984年の島原半島西部君宇発地震(M5.7)と

いった地震が発生しており、地震による眉山崩壊も危↑具されている。このように島原市では、今後起こりうる災

害に備えて、地域としての防災カの向上が欠かせない。この問題を含めた防災活動体制の強化は、災害復興計画

の中でも掲げられており、日貴火活動の終息のめどがたった現在、生活再建、防災都市づくり、地域の活性化とと

もに本格的対策が望まれる。

島原市では、平成4年度事業の義援金基金事業において自主防災組織の結成に取り組んだ。その結果、自主防

災組織の結成率は 1α陥に達しているが、具榊句に活動をしている地区、活動の拠長が避難生活などによってで、

きなくなった地区、車時設はできたものの活動をしていない地区など様々な状況が考えられる。このため、これか

らの具隔制策のためにも現時点での自主防災組織の現状を托躍しておくことが重要である。

本調査では、島原市の自主防災組織の現状と課題を托握することを目的として実施したアンケート調査をもと

に、災害復興における課題および島原市の自主防災組織の現状と課題を明らかにした結果をまとめる。本調査結

果をもとに島原市の自主I防災組織に関心が高まり、平常時および災害時に実質的な活動ができることを期待する。

本研究を行うにあたり、島原市防災謀、島原市の各町内会会長の皆様にお世話になったことを付記する。また、

本研究にあたっては、平成6年度制7前田記念工学振興財団の研究助成の援助を受けたことを付記する。
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第2軍島原市@自主防災組織の現根とa・
2. 1 まえがき

島原市内では常に火山災害や地震による眉山崩壊といった大規模な災害が危倶されており、行政としてもいっ

そう防災対策に重点を置く必要がある。その一環として島原市が平成 4年度事業において、島原市義援金基金に

よる助成を行い、自主防災組織の結成に取り組んたその結果、島原市内の全町内会に自主防災組織が結成され、

結成率は平成4年 10月末時点で 100%に達している。よって、これまでの町内会活動が災害に対応できるように

見直されたと言えるが、島原市内の自主防災組織の多くは行政の要請によって結成されているため、自主的な活動

に至っていなし叶則面が見浸けられる。しかし、島原市では全市民が防災と深い関わりを持たない限り、日常生活は

できないということができ、災害に強い市民づくりが重要なテーマとなっている。土石流および眉山の崩壊に備

えた全市民的部盛難や、町内の降灰除去作業など、同時多発的に生じる災害に的確に対処するために、自主防災

組織の活動は必要不可欠である。火山活動の状況に伴い平成7年 12月には災害派遣されてし、た陸上自衛隊坊主撤収

し、さらに、災害対策本部などといった関連部署の規模の縮小および閉鎖が予想され、以前にもまして自主防災組

織の活動が重要許見されてきている。

本章では島原市の自主防災組織の現状を把握する目的で実施したアンケート調査をもとに、復興課題キ党↑具さ

れている地震などとの関連性をまじえ、島原市の自主防災組織の現状と課題について述べる。

2. 2 アンケート調査の概要

アンケート調査は、平成7年 12月に島原市の全自主防災組織会長を対象に行った。調査票は、郵送方式によ

り配布・回収した。合計 186部を画師、 120部を回収し、回収率は 64.5%であった。多少のばらつきがあるが、

全地区から 50%以上の回答が得られている (褒-2. 1)。調査内容の項目は表-2.2に示す通りであり、

災害復興計画から防災都市づくり、暮らし、振興計画など多岐にわたった分野で設聞を行っている。

回答者の属性を調べてみると、男性99.2%、女性0.8%と男性が大部分を占める。また、年齢層を調べると 30

歳代が 3.4%、40歳代が 10.1%、回歳代が 17.6%、60歳代が 47.1%、70歳代が 21.8%と60歳代以上が 70%

程度を占めている(褒-2.3)。職業別回収数は、表-2.4に示す通りである。無職が約40%を占めている。

本アンケート調査は自主防災組織会長(島原市においては町内会会長が兼的を対象としたものである。既に定年

を迎えた男性が時間的余裕、社会的晦験を兼ね備えているという理由から町内会会長になる傾向が強いため、こ

のような回答者の属a性になったものと思、われる。なお、アンケート依頼状を付録A、アンケート集計結果を付録

8(単純集計 8ー1.地区別集計:8-2) として記載した。

表-2.1 地区別配布数、回収数および回収率

地 区 配布数 回収数 回収率(%)

ニ会地区 33 18 54.5 
杉谷地区 22 13 59. 1 
森岳地区 32 23 71. 9 
霊丘地区 30 16 53.3 
白山地区 37 25 67.6 
安中地区 32 25 78. 1 
-% 計 186 120 64.5 
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表-2.2 調査内容の項目

質 問 項 目

(A)町内会の状況について

(B)雲仙普賢岳の火山災害について

(C)防災環境について

(D) 自主防災組織について

(E)災害時の避難対策について

(F) 自主防災組織の代表者としての活動

(G)地域の復興課題について

(H)島原市における地震の規模・被害の想定

(1)自主防災組織会長個人について

表-2.3 回答者の年齢層
N二 119人

項 目 人数(人)

(1)20歳代

(2)30歳代 4 

(3)40歳代 12 

(4)50歳代 21 

(5)60歳代 56 

(6)70歳代 26 

表-2.4 回答者の聴業

N= 1 1 8人

項 目 人数(人)

(1)公務員 5 
(2)会社員 16 
(3)農林水産業 13 
(4)自営業 23 
(5)サービス業 2 
(6)無職 47 
(7)その他 12 
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2. 3 町内会の現状

現在の町内会における活動状況を当アン

ケート調査で問いかけたところの結果を褒

-2. 5に示す。町内会活動としては一側句

である rj青掃j(83.3%)、「廃品回収」σ8.8%)、

「スポーツ大会j(42.l%)、また、火山災害の被

災地特有の「降灰除去(ただし降灰があった

時期)j(48.2%)、「避難訓練j(22.8%)などが主

な回答である。

また、「あなたの町内会では、近隣の町内

会との合同行事がありますか」の聞に対し、

「あるjとしづ回答は半数にも満たない(図

-2. 1)。前述のように、島原市の自主防

災組織は、町内会と重複したものであり、自

主防災組織という視献もすると、近隣滋哉

との情報交換、および協力体制を整え、維持

しておかなければならない。そのためには、

日常の近隣目織との関係が重要で、あり、近隣

町内会との合同行事が不可欠である。

表-2.5 現在の町肉会における活動状況

N= 1 14人(複数回答〕

項 日 人数(人〉 (%) 

(J)清掃 95 83. 3 
(2)廃品回収 67 58. 8 
(3)降灰除去(降灰があった時期に) 55 48.2 
(4)スポーツ大会 48 42. 1 
(5)避難訓練 26 22.8 
(6)忘年会・新年会・懇親会・花見 9 7.9 
(7)花・お茶などのけL、こごと 7 6. 1 
(8)盆踊り 6 5. 3 
(9)精霊流し 6 5.3 
(10)敬老会・婦人会など 4 3.5 
(1])町内消毒 4 3.5 
(12)見学会 3 2.6 
(13)その他 5 4.4 
(14)災害で地域のコミュニティが失われた

6 5.3 ために、一時休止している

また、住民の町内会行事への参力民伏況として、図-2.2のような結果を得た。町内会会長をはじめとした幹

部の呼ひ暢けが当然あるものと考えると、 90%以上の町内会において、「参加するjという回答であり、企画があ

れば、かなりの参加が期待できると思われる。

図-2. 1 近隣の町内会との合同行事がありますか

N =1 20人

積極的に参加する

かなり参加する

呼びかければ参加する

なかなか参加しない

。 w ~ ~ ~ ~ ~ 

図-2. 2 
あなたの地区の住民の町内会行事への参加状況は
いかがですか
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このように町内会における活動・行事等を通して、普賢由貴k.災害前後のj@庁づきあいの変化に関する問への回

答結果が図-2.3，褒-2.6である。大部分は、「親密になったJか、または「ほとんど変わらないJと回答して

いるが、火山活動が終息の兆しを見せている現在においても地域のコミュニティが回復しておらず、近所づきあ

いが「悪化したjとし、う町内会も、主に被災地図安中・杉谷)でー普隣っている(図-2. 4) 0 これらの被災地区

で防壁難のために地区内に町民は残っていないが町内会の車埠哉だけが残っているという状態である。住宅移転先

の地区内において町内会を再編成する必要がある。

非常に貌密になった

多少観密になった

5~もほとんど変わらない

多少悪化した

非常に悪化した

わからない

{人)
o 10 20 30 40 50 60 70 

図-2. 3 
あなたの地区では、雲仙普賢岳の火山災害前と比べて、
近隣との付き合いは変わりましたか

表-2.6 近所とのつきあいの変化(被災地区、非被災地区)

く問〉雲仙普賢岳の火山災害前と比べて、 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(三会・森

近隣とのつきあいは変わりましたか N=38人
岳・霊丘・白山)

N=82人

(1)以前に比べて非常に親密になった 3 (7. 9%) 3 (3. 7%) 

(2)以前に比べて多少親密になった 9 (23. 7 %) 28 (34.1%) 

(3)以前とほとんど変わらない 20 (5 2. 6 %) 4 9 (5 9. 8 %) 

(4)以前に比べて多少悪化した 3 (7. 9%) 1 (1.2%) 

(5)以前に比べて非常に悪化した 3 (7. 9%) o (0%) 

(6)わからない o (0%) 1 (1. 2 %) 

phd 



• 回 口 日 図 口

非常に 多少 量fbら 多少 ，~常に bから
観密 .密 ない 思化 思化 ない

三舎地区

(1=18人}

移谷地区

(1=13人}

霧岳地区

(1=23人)

量丘地区

(1=16人}

白山地区

(1=25人}

安中地区
(1=25人}

図-2. 4 災害前後の近隣付き合いの変化
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また、「今回の火山災害を契機として、町内会活動は変わったと思いますかjの聞に対し、「思う」は全体の30%

程度で、その内訳は被災地区で半数、要時度災地区で20%強と、やや被災地区の方で「変わったJとし、う意識が強い

(図-2.5)。
どのように変わってきたかを国一2.6に示す。その内容の上位2位は「行政との交渉の窓口となってきた」、「防

災活動が町内会活動の中心となってきたjである。今回の災害が町内会が住民の避難、生活再建、防災工事につい

て、地域の意向をまとめ、行政とのパイプ役として機能を果たした。災害直後から車断掛句に今日まで、コミュニ

ティの中核として活動してきたことを反映していると言える。その半面、「活動が停滞している」、「コミュニテイ

が壊れて、活動ができなくなっているJという回答が6町内会から寄せられている。 70"1ci調度は町内会活動に火山

災害は影響を及ぼしていないと考えている。

園思う 凹思わない

被災地区

非被災地医

全体

%) 
o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図-2. 5 
今回の火山災害を契機として、町内会活動は
変わったと思いますか

行政との交渉の窓口の役割を
果たすようになってきた

防災活動が町内会活動の中心
になってきた

町内会の活動がかなり停滞
している

地域のコミュ二ティが撮れて
町内会活動ができなくなった

その他

図-2. 6 

N =2 7人

。2 4 6 8 10 12 

町内会活動はどのように変わってきたと思いますか
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「あなたの町内会の課題はどのようなことで寸州の聞に対し、「高齢化が進んて町内会活動ができる人材が少な

いこと」、「若い人が町内会活動に関心を示さないことJ、rl人暮らしの世帯が増えてきたことJ、「住民の転入・転

出が多いこと」、「過疎化て世帯数が般かし、町内会活動をしにくし、こと」、「世帯数が多すぎて、町内会活動をし

にくいことJなどといった、町内会としては島原市に限らずどこの市町村でも見受けられる一般的な課題を挙げて

いる回答が多い。一方、「隣島庁のつきあいが減ったこと」、「今回の火山災害によって、避難者キ転出者が多く、

活動できないことj、「火山災害によって集落が再編成されて、まだコミュニティが形成されていないことJなどと

いった火山災害の影響を受けていると思われる回答も一部見受けられる(褒-2.7)。町内会活動においては、

先に述べたように、高齢化の進行、若者の町内会活動に対する無関心、 1人暮らし世帯の朝日などが深刻であり

重大な課題といえる。

表-2.7 町内会における課題

N = 114人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)高齢化が進んで、町内会活動ができる人材が少
76 66. 7 fよし、こと

(2)若い人が町内会活動に関心を示さないこと 40 35. 1 
(3)一人暮らしの世帯が増えてきたこと 33 28.9 

(4)住民の転入・転出が多いこと 14 12.3 

(5)隣近所の付き合いが減ったこと 10 8.8 

(6)今回の火山災害によって、避難者や転出者が多
10 8.8 く、活動ができないこと

(7)世帯数が多すぎて、町内会活動をしにくいこと 10 8. 8 

(8)単身赴任の世帯が捕えてきたこと 7 6. 1 

(9)過疎化で世帯数が減少し、町内会活動をしにく
5 4.4 し、こと

(10)火山災害によって、集落が再編成されて、まだ
3 2.6 コミュニティが形成されていないこと

(11)特にない 5 4.4 

(12)その他 0.9 
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2. 4 被害状況および今後において危慎される災害

今回の雲仙普賢岳火山災害で、火在鞠花・土石流の発生により、生じた人的被害状況を表-2. 81こ示す'0 5町内

会で死者が出ており、そのうち l町内会では負傷者も出ている。 44名の尊ν命(うち 3名は行方不明)が奪われた

ことがわかっているが、回収率64.5%の当アンケート調査において、安中地区・杉谷地区各2町内会、白山地区の

l町内会で死傷者が発生したと回答をしている。また、今回の火山災
表-2.8 人的被害状況について

害による物的被害状況を図-2.71こ示す。「家屋の全半壊J、「田畑

の被害J、「家財道具や自動車の被害j、「家畜の被害Jなどは、いずれ
項 目

も火砕流・土石流による被災地区(安中・杉谷)内の町内会の回答が多 (1)死者が出た

い。 r降灰・火山磯等の火山性飛来物による家屋、家財道具、屋根、 (2)負傷者が出た

太陽熱1昆水器の被害Jは非被災地区内の町内会による回答が多くな (3)人身の被害なし

っている。

家屋が全半壊

田畑が被害

家財道具・自動車が被害

家畜に被害

降灰・火山礁により、家屋・
屋根・太陽熱温水器に被害

被害なし

図-2. 7 

o 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 

物的被害状況について

- 9一

.被災地区

(N=38人)

口非被災地区

(N= 82人)

(%) 

(%) 

4. 2 

0.8 

95.8 



現在、雲仙普賢岳の日食え活動は停止状態にあることが確認(平成7年3月)され、火山氏え予知連絡会によって

も追認(平成7年5月)されている。ここで、「噴火活動は今後どうなると思いますかJの聞に対する回答が図-2.

8である。前回(平成6年 12月)のデータ 3)では、 r2，3年以内に終息するJ、r5年以内には終息するJ、rlO年

以内には終息する」、「終息するには 10年以上かかるJおよび、 「全く見当がつかないjという回答がほとんどを占

めていたのに対し、今回では「終息したと思う j、「終息したと思うがもう 1~2 年様子を見ないとわからなしリが

75.9%、「終息したとは思わない」、「全く見当がつかなし、Jは24.2%となっており、昨年から今年にかけての聞に、

噴火活動の終息時期に対する市民の意識が大きく変わったと言える。

N =120人(会長を対象)

• 終息したと思う

圏
終息したと思うが、もう 1~2

年嫌子を見ないとわからない

皿 終息したとは息わない

口 全〈見当がつかない

• 

N=409人(市民を対象)

0.2% 

今年中には終息する

圏 2、3年以内には終息する

自 5年以内には終息する

~ 10年以内には終息する

回終息するには10年以上かかるだろう

口全〈見当がつかない

図-2. 8 噴火活動は今後どうなると思いますか
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また、「島原市において、今後心配される災害は何て寸かJの間に対し、「水無11、中尾)11の土石流Jlこはおよそ

70";もが回答しており、次いで「眉山第六渓の土石流J、「眉山の山体崩壊j、「雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩壊」など

となっている(図-2.9)。

水無川、中尾川の土石流

眉山第六渓の土石流

眉山の山体崩壊

雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩壊

台風による風害

地震による市街地火災

地震による津波

雲仙普賢岳の火砕流

その他

特に心配な事柄はない

N = 1 20人(複数回答)

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 

図-2. 9 島原市において今後心配される災害

特に普賢岳の火碕執と、水無川・中尾)1腕域の土石流に関して、別個に質問を設けたところの結果を図-2. 1 

O.国一2. 1 1に示す。普賢岳の火砕流については、「たぶん発生しないだろうJ、「二度と発生しないだろうJと

する回答がおよそω %を占めているのに対し、水無川・中尾川|流域の土石流については、「確実に発生するだろうJ、

「十分考えられるJとする回答が 90"10近くを占めている。火山活動が停止状態にある現在において、土石流および

眉山の崩壊に対する住民の危撤感が浮き彫りとなっている。

.檀実に発生するだろう

閤十分に考えられる

ロ多分発生しないだろう

昌二度主発生しないだろう

図-2. 1 0 
雲仙普賢岳の火砕流は今後も発生すると思いますか

-11 

. 檀実に発生するだろう

園 +分考えられる

白 書分発生しないだろう

目 二度と発生Lないだろう

図-2. 1 1 
水無川や中尾川流域の土石流は今後も発生すると
思いますか



また、平成 7年の梅雨期において大規模な土石流は発生しなかったが、その理由に関して質問した結果が図-

2. 12である。「平成7年は雨は降ったが、時間雨量は多くなかったJが70%干盟主、次いで「火石特f耐え発生せず、

火山灰が地表面に少なくなり、雨水が地面に浸透しやすくなったから」、「遊砂地や導流堤などの防災工事が進ん

で安全が確保できたから」がともに40号b程度を占めている。防災施設による安全確保効果よりも、土石流発生の誘

因となる自然現象が起こらなかったことを理由に挙げる回答が多く見られる。

平成7年lま、雨は降ったが、時間雨
量が多くなかった

遊砂地や導流堤などの防災工事が
進んで、安全が確保できた

火山灰が地表面に少なくなり、雨水が
地面に浸透して、流出の割合が増えた

平成6年度の異常少雨で、地下水位が
下がり地面に浸透しやすくなった

上流部に緑が回復して、土砂の流
出が押さえられた

その他

N= 1 1 9人(複数回答)

人)
o lO 20 30 40 50 60 70 80 90 

図-2. 1 2 平成7年の梅雨期に大規模な土石流が発生しなかった理由
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2. 5 自主防災組織の現状

島原市における自主防災組織の結脚寺期に関する質問をしたところの結果を図-2. 13 (こ示す。今回の雲仙

普賢岳火山災害前に結成されていたのは獅臓であり、大部分は災害後に結成されている。また、結成の載機と

しては「市役所の勧めJによるものが8附近くを占め、住民により自主的に結成された組織はごくわずかであると

言える(図-2. 1 4) 0 これは、平成4年に島原市義援金基金による助成金が支給されるなどして島原市が自

主防災組織の結成を呼びかけたことによるものである。助成金の内訳としては、以下に示すとおりである。

[各町内会に対し、設立時およひ幣蒙活動にそれぞれ10万円吋l世帯当たり l脚円)、

機材整備事業に対し30万円刊l世帯当たり l脚円)であり、平成4年度単年度で総額1億3側万円]

ここで、平成5年以降に結成されたと回答した自主防災組織が 10餅臓あるが、実際には平成4年 10月末時

点で島原市内すべての町内会において自主防災組織が結成されており、くい違った結果となっている。その原因

としては、結脚寺と現在とでは、自主防災組織会長が交代しており、前の事情が不明であるため、今回のような

結果となった可能性が高いと思われる。

(人

60 

50 

40 

30 

20 

10 

。
1.57 8.62 H.元

8.60 8.63 

!kLiJfJ!' 

1¥ 

、
J¥. 」里

H.3 H.5 H. 7 
HI2 H.4 H.6 

図-2. 1 3 自主防災組織の結成時期

市役所の勧め

火山災害に地区全体で取り組むため

町内会に危険箇所が存在する

町内に積極的な人がいた

地域住民からの要望

既に類似の組織があった

o 10 20 30 40 50 60 70 80 

図-2. 1 4 自主防災組織結成の動機
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また、「あなたの地区の自主防災組織はどのような状況ですかjの聞に対する結果を国一2. 1 5に示す。自主

防災組織は形式上であり、具体的な活動を行っていないとする回答が ω%以上を占め、災害時および平常時の具

体的活動の基本となる連絡網・避難時の役割が決まっている組織が約3航、実際に避難訓練などとし、った平静寺の

活動を行っているのはわずか2%に過ぎない。

具体的なことは決まっていない

班長・役員は決まっているが、活動

するまでには至っていない

役員・班長および連絡網や避鍵時の

役割が決められている

役員・班長、連絡網や避鍵時の役割

などが決められ、遊離訓練などの

平常時の活動も行っている

N=l 1 6人

o 10 20 30 40 50 60 70 

図-2. 1 5 自主防災組織の現状

また、自主防災組織の形態としては、「町内会内に置いているJがおよそ9割で、「町内会から独立していて町内

会内に複数の組織があるJがS組織、「町内会から独立していて町内会の範囲を越えて結成されているjが2組 織図

-2. 16.表ー2.9) と、ほとんどは町内会をベースとした形態である(図-2. 1 7)。

町内会から独
立している

町内会肉に
置いている

図-2. 1 6 自主防災組織の形態

表-2.9 自主防災組織の形態(町内会から独立の場合)

N= 1 0人

項 目

(1)町内会内に複数の組織がある

(2)町内会の範囲を越えて結成されている

-14ー
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町内会 IA地区 (34世帯)

B地区 (41世帯)

C地区 (23世幣)

防災 5班 13世帯

8主防~，趨厳

東地区 44世帯

西 地区 54世常

図-2. 1 7 町内会をベースとした自主防災組織の班構成の例

Fhd 

唱
E
A



切断能図をご記入下さいjと質問したところの結果として、大部分の自主防災組織は図-2. 18のような手掛哉

凶である。平常時の活動を行っている自主防災車滋裁にあたる整備された組織図例を図-2. 19'こ示す。一般的

な組織と整備された車H織の大きな違し、は、後者において防災部長とし、う防災担当の役職を設けている点と、その

防災部長を筆頭に総務情報班、消火班、避難誘導班、救出・救護班としづ役割分担がなされている点、である。すべ

てのキillMrtにおいて自主防災組織会長と町内会長兼任する形を採っており、自主防災組織会長が平常時および非常

時の活動をとりしきることは困難であるとし、う状況が考えられるので、防災部長と以下の役職を設けることによ

り、自主防災車且織として円滑な活動を行うことが期待できる。整備された自主防災組織図例のような形態を採る

ことが望ましいものと思われる。

|島原市災害対策本部|一寸自主防災組織会長 自主防災組織副会長

島原市災害対策本部

図-2. 1 8 自主防災組織の一般的な組織図

自主防災組織副会長

町内会各班に副班長

町内会各班に1'1班長

町内会各班 15戸

程度に副班長

町内会各班に副班長

暗号班毎5戸程度にグループ

編成し、グループ長をおく

(注)会長、副会長、防災部長、会計係は町内会役員の兼務

図-2. 1 9 整備された自主防災組織の代表例
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具嗣拍動内容として表-2.10のような結果を得た。「役員およひ殺害!ゆ担の決定」、「繊哉に必要な防災資

材の備蓄j、「緊急避難所の指定j、「組織内の連絡網」といった自主防災組織として出結成からの第一歩である項目

であっても半耕醸の回答である。全嗣旬こ見ても活発でなし、活動伏況がうカがえる。「出翻虫自の防災訓練J、「組

織内の危険個所の点検j、「弱者リストの作成」、「組織内の防災マップの作成jなどに関しては、災害時に備える意

味においてはきわめて重要であるが、それらの回答率はわずか 10号d型主である。

表-2.10 自主防災組織の具体的活動内容

N = 118人(複数回答)

60 50.8 

(2)組織に必要な防災資材の備蓄 49 41. 5 

(3)緊急避難所の指定 49 41. 5 

(4)組織内の連絡網 46 39.0 

(5)役所、消防署、専門家などによる講演会 36 30.5 

(6)河川|や側溝の清掃 34 28.8 

(7)弱者リストの作成 20 16.9 

(8)組織内の危険個所の点検 15 12. 7 

(9)大雨のときの川の水位の監視 12 10.2 

(10)地域内の消防団、警察署、病院などとの話し合い 12 10.2 

(11)非難時の手順などの説明会 11 9. 3 

(12)自主防災組織の集会所の設置 10 8. 5 

(13)組織独自の防災訓練 8 6.8 

(14)他の自主防災組織との接触 8 6. 8 

(15)組織内の防災マップの作成 6 5. 1 

(16)映画会、スライド会の開催 2 1.7 

(17)看護婦経験者、無線技術者などの人材リストの作成 2 1.7 

(18)パンフレットの作成 O O 

(19)その他 O O 

(20)特にしていない 17 14.4 

巧，'・A



ここで、防災資機材の整備状況を表-2. 1 1に示す。

主なもので「拡声器」がおよそ6併も、「消火器」、「救急セットJ、

「照明器具」、「ヘルメットj、「ラジオ」、「避難用ロープ」な

ど、の必要'1全が高いものであっても 40"1<。程度とあまり整備さ

れていない。多くの自主防災組織において防災資機材の整

備はこれからの課題である。

また、「あなたの自主防災組織では行政治ミ:行うどのような

活動に参加しましたか」の聞に対し、代表者のみが参加する

「代表者刑1$会j、「総合防災訓練」には 700;もfliV支、住民も参
加する「防災(防火)講演会JIこはおよそ4のも、「消火司11練J、「救

急訓練Jには200;も未満とし、う参加状況である (図-2.2

0) 0 企画等のアイディアがあれば、かなりの参加が期待

できると思われる。一般市民も参加できる活動計画を作成

するために行政の支援策が必要である。

特に町内会内での避難訪|練は 3併も足らずの自主防災組織

で実施されているに過ぎず、組織での自主的な活動が必要

とされる(図ー2. 21)。

N~ 1l 7人(績数回答)

総合防災訓練

代表者研修会

防災(防火)講演会

消火訓練

救急訓練

特 に仰山ない鳴い Ot!o)

その他

図-2. 20 

.......・......J... ‘一."'_~'_--_""""、....
寸円竹1γn--'T門川{円円 'p-'τ'T-CTげ r

"
""門 γr円、 r-，"n-'-l

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 

(人)

行政が行う活動への参加状況
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表-2.11 防災資機材の整備状況

項 目

(!)拡声器

(2)ヘルメット

(3)照明器具

(4)消火器

(5)救急セット

(6)ラジオ

(7)避難用ロープ

(8)乾電池

(9)ピニ ノレシ ト

(10)資材の保管庫

(ll)無線機

(12)バケツ

(13)雨ガッパ

(14)スコップ

(15)雨靴

(16)はしご

(17)散水セット

(18)土のう

(19)水中ポンプ

(20)土のう袋

(21)担架

(22)毛布

(23)発電機

(24)帽子

(25)かわら

(26)腕章

(27)その他

(28)特に備えていない

わからない

ない
68.7% 

図-2. 21 

N= 1 1 6人(複数回答)

人数(人) (%) 

69 59. 5 

52 44.8 

50 43.1 

47 40.5 

47 40. 5 

44 37. 9 

41 35. 3 

32 27.6 

30 25.9 

28 24. 1 

24 20. 7 

23 19. 8 

22 19.0 

14 12. 1 

13 11. 2 

13 11. 2 

12 10. 3 

9 7. 8 

7 6. 0 

7 6. 0 

5 4.3 

5 4.3 
2 1.7 

1 O. 9 。 。
。 。
5 4.3 

8 6. 9 

町内会における避難訓練の実施状況



「あなたの地区の自主防災組織の運営はうまくいっていますかjの

聞に対し、半数がうまくいっていないと回答している(図-2.2

2) 0 その原因としては「自主防災組織に問題がある」が 6l.4%と最

も高い割合を占めており、その詳細は「町内会との重複J、「役員の交

代による琳腕を|也、「役員の高齢仰などである。運営がうまくし、か

ない他の原因としては、「安全な地域で災害が来なし、」、「住民の参加

が少ない」、「人任せの傾向がある」といった項目が主に挙げられてい

る(表-2. 12，褒-2. 1 3)。これらは島原に限らず自主防災

組織共通の問題とも言える。島原市の自主防災車勝哉は町内会と重複

したものであり、町内会の役員によって活動方章伸熱意が変わる短

所をもっているので、自主防災組織の運営を円滑に遂行するために

は、活動方針を予め決めておくことが不可欠であると思われる。

図-2. 22 
組織の運営はうまくいっていますか

表-2.12 運営がうまくいかない原因

N二 44人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

U)自主防災組織に問題がある 27 61. 4 

(2)安全な地域で災害が来ないから 16 36.4 
(3)住民の参加が少ない 15 34. 1 
(4)人任せの傾向がある 12 27.3 

(5)活動計画がない 11 25.0 

(6)行政の指導が不十分である 5 11. 4 

(7)資金が不足している 5 11. 4 

(8)活動のマンネリ化 5 11. 4 
(9)中核となる集合場所がない 5 11. 4 

(10)資機材が不足している 4 9. 1 

(1l)情報が入手できない 。 。
(2)行政とうまくいかない 。 。
(3)他の組織と連絡がとれない O 。
(4)その他 2 4.5 

ー ー

表-2.13 組織に問題がある理由

N = 26人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)町内会と重複している 17 65. 4 

(2)役員が 1年交代して継続性が保てない 16 61. 5 

(3)役員の高齢化 9 34.6 

(4)運営費が足りない 6 23. 1 
(5)リーダーになる人がいない 3 11. 5 

(6)役員の数が足りない 4 15. 4 

(7)メンバーの女性化 3.8 

(8)その他 3 11. 5 
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また、「現在の自主防災車邸裁は災害時に有効だと思いますか」の聞に対する回答として、図-2.23のような

結果を得た。「かなり有効である」と「多少有効で、あるjで74%を占めており、自主防災組織の活動に対する期待は

かなり高い結果となっている。「有効で、なしリとする理由として、ほとんどは「自主防災組織の形劫句な結成Jを挙

げており、具附句活動を行っていなし、自主防災組織が「有効でない」と回答する傾向がある。形劫句な結成を解消

すれば、さらに自主防災組織の活動に対する期待は高まることが予想される(表-2. 14)。

有効でなし
9% 

多少有効
40% 

図-2. 23 
現在の自主防災組織は災害時に有効ですか

表-2.14 有効でないとする理由

N= 1 0人(複数回答)

項 目 |人数(人)

(M主防災組織の形式的な結成 9 

(2)住民の参加が期待できない 1 

(3)災害時の情報の入手が期待できない 1

(4)その他 1 
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そこで、「自主防災組織の活動を活発にする

にはどのようなことが必要であると思われま

すかjの聞に対する回答が表-2.15である。

「蝉或住民の参加J、「住民が参加できる防災訓

練の実施j、「若い人の参加」はいずれも関連し

ている項目であり、まず第一に「住民の参加J

が求められている。「リーダーの育成jや、「行

政の指導j、「行政による財政自今援助jも高い割

合を占めている。特に自主防災車蹄哉のおよそ

80%が「市役所の勧め」により、結成されてい

ることを考慮すると、行政のアフターケアが

十分に施されていないと感じている自主防災

組織が少なからず存在していることがわかる。

以下の主な項目としては、 r6月3日を“島原

防災の日刊として防災行事を行うことJ、「自主

防災組織聞の連携」、「自主防災組織の役員の

強化j、「講演会・学習会・防災教室の開催」など

表-2.15 自主防災組織の活動を活発にするには

N= 1 14人(複数回答)

である。

また、自主防災組織の活動を行うにあたっ

ての必要再王項に関して、住民を対象として過

去に研究室で行ったアンケート調査の集計結

項 目 人数(人)

(1)地域住民の参加 86 

(2)リーダーの育成 66 

(3)行政の指導 66 

(4)行政による財政的援助 41 

(5)若い人の参加 41 

(6)住民が参加できる防災訓練の実施(雨、地
40 震、煙などの体験)

(7)防災資材の整備 34 

(8) 6月3日を「島原防災の日」として防災行事を行
32 うこと

(9)自主防災組織聞の連携 27 

(10)自主防災組織の役員の強化 25 

(11)講演会、学習会、防災教室の開催 24 

(12)自主防災組織の活動に伴う傷害保険・補償制
22 度の創設

(13)地域内のコミュニケーションを高めること 18 

(14)防災センターの設置 13 
(15)防災専門家の派遣制度 13 
(16)ミーコミ紙や地域のパンフレットの作成 12 
(17)防災用のビデオ、スライド、ァキストなど

10 の教材の整備

(18)地域内の事業所、医療機関との連携 10 

(19)その他 I 

表-2.16 自主防災組織の活動を活発にするには

(%) 

75.4 

57.9 

57.9 

36.0 

36.0 

35.1 

29.8 

28. 1 

23. 7 

21. 9 

21. 1 

19.3 

15.8 

11. 4 

11. 4 
10.5 

8.8 

8.8 

0.9 

果を褒ー2.1 6 ~こ示す4)o これによる

と、「住民の災害意識の高揚」、「災害に

関する知識修得のための講演会・学習

会・防災教室の開催」などとし、った回答

が多く、災害・防災の理解が住民のニー

ズとして高いと言える。その場合に必要

とされる「行政の支援体制の強化」、「リ

ーダーの育成j、「地域コミュニティの向

上Jなどが、次いで、高い回答率となって

いる。褒-2. 15と表-2. 16とを

比較すると、組織内の問題点である「リ

ーダーの育成J、f自主防災組織の役員の

強{匂においては自主防災組織会長が、

災害・防災の理解に関する「講演会・学

習会・防災教室の開催」、「ビデオ・スラ

N 952人(市民を対象とした複数回答)

項 日 人数(人) (%) 

(1)住民の災筈意識を高めること 552 58.0 

(2)災害の知識を修得できるような講演会・学習
370 38. 9 会・防災教室の開催

(3)行政の支援体制を強化すること 330 34. 7 

(4)リーダーを育成すること 322 33.8 

(5)地域のコミュニアィを局めること 228 23.9 

(6)自主防災組織が活動できるビデオ・スライ
157 16. 5 ド・テキストなどの教材の整備

(7)自主防災組織の役員を強化すること 137 14.4 

(8)防災専門家の派遣制度(勉強会などの講師) 101 10.6 

(9)他の親陸団体との連係 28 2.9 

(10)その他 19 2.0 

イド・テキストなどの耕オの整備Jにおいては住民が、より必要性を感じている。また、自主防災組織会長が行政の

支援はともに必要にしている。
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2. 6 災害時の遊離対策について

当面の間，CA記される火砕琉や土石流による災害や眉山崩壊、都市大火といった災害が万一起こった場合の避難

方法、避難場所などを示したものとして、防災マップおよひ防災ガイドブックカミ発行されているが、その周知率

を示したものが図-2.24である。およそ8肪幼主「よく知っているだろうj、もしくは「だいたい知っているだろ

うjと回答しており、まずまずの周知率であるといえる。

また、「防災マップ明坊災ガイドブックは見守寸く作られていますカサの聞に対し、「はいjは半数程度であるが、

「いいえ」、「どちらとも言えない」としづ回答もやや目立つ(図-2.25) 0 rどのような点を手直しすオUまよい

と思います州と質問したところ、「地区別にもっと細かく分害IJするJ、「作成にあたって地元の意見を入れる」、「も

っと縮尺を大きくし、道路・家屋などを入れるJなどが主な回答である (表-2. 1 7)。

3.4% 

.よく知っているだろう

圏だいたい知っているだろう

目あまり知らないだろう

ロほとんど知らないだろう

図-2. 24 
あなたの地区の住民は防災マップ・防災ガイドブ、ツク
を知っていると思いますか

どちらで
もない

図-2. 25  
防災マップや防災ガイドフ、ックは見やすく

作られていますか

。Lq
L
 

表-2.17 見直しが必要とされる点
N= 1 2人(複数回答)

項 目 |人数(人)

(1)地区別にもっと細かく分割する 9 

(2)作成にあたって地元の意見を聞き入れる 5 

(3)縮尺を大きくし、道路・家屋などを入れる 3

(伺示されている文字を大きくする 2 

(5)わかりやすいマ}クを使う 2 



また、「今後別の情報を加えるとしたら、他にどんな情報が必要です州の聞に対し、「救急指定病闘が60%程

度、次いで、「通信施設J、「駐車場」などとなっている(図-2. 26)。行政においては、防災マップおよび防

災ガイド、ブ、ツクの改善、および周知率の向上を図る必要があるものと思われる。

救急指定病院

通信施訟

駐車場

緑地公園

交通事故発生笛所

その他

特にない

図-2. 26 

N = 1 01人(複数回答)

o 10 20 30 40 50 60 70 

他にどのような情報が必要ですか

qa 
q
L
 



土石流に対する現在の指定避難場所に関する問題点として挙げられた項目を図-2.27に示す。「現状では特

に問題なしリとする回答がおよそ6併もであったが、 30%程度は「避難場所が遠いjとしている。また、避難路が指定

されているのは 4併も強であり(図-2. 28)、問題点としては、 70%程度が「現状では特に問題ない」と回答し

ているが、「避難路が危険Jがおよそ30%とやや目立つ(図-2.29)。

わからない

図-2. 28 

N = 1 1 1人(複数回答)

特にない

遠い

狭い

わかりにくい

その他

o 10 20 30 40 50 60 

図-2. 27 
土石流に対する指定避難場所について何か
問題がありますか

2百)

N=38人(複数回答)

特になし

危険

狭い

わかりにくい

o 5 10 15 20 25 30 

図-2. 29 
避難のための避難路は指定されていますか 現在指定されている避難路について何か問題が

ありますか

-24-

{人)



次に、「あなたの町内の住民は避難勧告・指示をどこから知ると思いますかjの聞に対する回答結果を図-2

30に示す。「防災行政無線の戸別受信機Jは、島原市内全戸に設置されており、最も高い依存度となっている。

次いで、、「防災行政無線の同報無織拡声機OJ、「広報車や消防車による音声、サイレンJなど、となっているが、「自

主防災麟議Jとの回答は20%程度であ石。現在の島原市の防災情報システムは日本でも有数のシステムとなってお

り、現状では大きな問題はない。むしろ、現在のシステムを今後いかに維持、更新してし、くかが課題であろう。

N = 1 1 8人(複数回答)

防災行政無線の戸別受信機

防災行政無線の間報無線(拡声機)

広報車や消防車による音声、サイレン

市職員、消防団員、警察の呼びかけ

テレビ、ラジオ

自主防災組織

ケーブルテレビ

市臓員からの電話
(人)

。 20 40 60 80 100 120 

図-2. 30 
あなたの町内の住民は、避難勧告・指示はどこから知ると思いますか

「あなたの地区の自主防災組織では、地区の住民にどのようにして避難の呼ひ噛けを行いますかjの聞に対し、

半数弱が「防災行政無線が整備されているので、地区として行う必要はない」と回答しており、やはり防災行政無

線への依存度の高さがうかがえる。しかし、防災行政無線は行政からの呼ひ輔けだけで、逆に行政に伝える役目

を持っていない。また、町内独自の情報を伝達するためには使用できない。地区内の連絡システムは別個に必要

と思われる。自主防災組織としての呼ひ明けでは、「拡声器、サイレンjを利用して呼びカ吋るとし、う回答が最も

多く、次いで「電話連絡網J、「徒歩やバイクで回る」、「有糠放送」となっている(図-2. 31 )。

防災行政無線が整備されているの

で、地区として行う必要はない

鉱声機、サイレン

電話連絡網

徒歩やバイクで回る

有線敏送

その他

。

N = 1 1 6人{複数回答)

(人〉

10 20 30 40 50 60 

図-2. 31 地区の住民にどのようにして避難の呼びかけを行いますか
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地区内における避難方式として図ー2. 32のような結果を得た。 f個別に避難するJ、「決まっていなしリがそ

れぞれ35%程度、「集団て活援営する」が25%程度となっており、現段階で法灘しなければならない災害が起こった

場合、避難方式が決まっていない自主防災組織が個別に避難するものと考えると、大部分は個別に避難すること

になる。非常時に混乱を招かないためにも、「決まっていないjとする自主防災組織は避難方式を決定する必要が

ある。個別に避難する場合、避難者の確認が困難となって混乱を招くことが考えられるため、原則としては地域

でまとまって避難しなければならない。個別に避難すると回答した自主防災組織においては避難方式の再検討が

必要である。

また、当然ながら避難の際の弱者対策が不可欠である。しかし、高齢者や病人のいる家庭への避難対策を立て

ているという自主防災組織はわずか30%干型支に過ぎない (図-2. 33) 0 その避難対策の内容としては表-

2. 1 8に示すように、「隣思庁での避難の援助J、「班長および各班での避難の援助J、「自治会でリストアップし

て把握している」などが主なところである。避難時の弱者対策が施されていない7併もの自主防災組織は、一刻も早

く弱者対策をなすべきである。

5.1% 

.集 団

圃個 別

回決まってない

口わからない

図-2. 32 地区内における避難方式
図-2. 33 
高齢者や病人のいる家庭への避難対策を
立てていますか

表-2.18 高齢者・病人のいる家庭への避難対策

N 23人

避難対策 の 内容 人数(人) (%) 

(1)隣近所で避難の援助をする 9 39. 1 

(2)班長および各班で避難の援助をする 8 34.8 

(3)自治会でリストアップして把握している 4 17.4 

(4)救出・救護係と分担している 4.3 

(5)市役所の防災課による病人等の避難誘導 4.3 
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避難の際に車の使用を認めている自主防災車蹄哉が27.7";も、わからないとする車峠蜘'30.4%である (図-2.3

4)。災害時には道路の寸断およひ軍の事故などによる通行不能な事態の発生が十分考えられるため、徒歩で避

難することが原則である。避難の際に車の使用を認めている車邸哉は、車を使用する場合を高齢者や病人に限るな

どの再検言材2望まれる。地区の住民の避難に関する問題点として、次のような項目が挙げられる(表-2.19)。

「壮年層の男性が少なく、避難誘導体制が不十分である」が33.6%、拠、で、「避難易所が遠い」、「高齢者や病人が

多し、」、「安全f必壁難路が少なし、Jなどとなっているが、「特になし、Jとする回答が 27.1%を占める。 避難場所・避難

路に関するものも多く見られるが、高齢者・病人が多く、壮年層男性が少ない、としづ過疎化地j或としての問題点

が災害時の避難上の問題点となっている一面もある。行政やボランティア、専門家との連携などにより避難対策

を考えるべきである。

図-2. 34 
あなたの地区では、避難の際に車の使用を
認めていますか

表-2.19 住民の避難に関する問題点
N 二 107人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)壮年層の男性が少ないことで、
36 33.6 避難誘導体制が不十分

(2)避難場所が遠い 30 28.0 

(3)高齢者・病人が多い 21 19.6 

(4)安全な避難路が少ない 19 17.8 

(5)適切な避難場所がない 11 10.3 

(6)避難場所が狭い 11 10.3 

(7)避難場所の居心地がよくない 7 6.5 

(8)その他 4 3. 7 

(9)特にない 29 27. 1 

勾，
q
L
 



2. 7 自主防災組織の代表者としての活動

自主防災組織で市役所に陳情に行ったと回答したのは、 29.8%である(図-2.35)。その内容としては、主

に浸水対策、降灰除去対策、土石耐様、避難棟、眉山対策などが挙げられている(表-2. 20) 0 このよ

うな項目が、現在の地域の課題である。

わからない
3.5% 

図-2. 35 
自主防災組織で、市役所へ陳情に行
きましたか

表-2.20 陳情の内容

N=34人(複数回答)

項 目 人数(人)

(1)浸水対策 17 

(2)降灰除去対策 15 

(3)土石流対策 14 

(4)避難対策 11 

(5)眉山対策 9 

(6)災害復旧工事 6 

(7)住宅対策 4 

(8)義援金の配分 4 

(9)国道 57号の早期復旧 4 

(10)警戒区域への入域 4 

(11)警戒区域内の家屋の家財道具持ち出し 4 

(12)水道代の減免 3 

(13)警戒区域内の家屋被災の原因調査 2 

(14)その他 3 
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50.0 

44.1 

41. 2 

32.4 

26. 5 

17.6 

11. 8 

11. 8 

11. 8 

11. 8 

11. 8 

8.8 

5.9 

8.8 



2. 8 地域の復興課題

防災都市づくりの進捗伏況に対する矧面の設問では、図-2.36に示すように、情報伝達システムについて

はr100%J、r7'似 Jと言う回答が大部分を占めており、整備されてし、るとする訓面である。自主防災組織にっし、て

は、 rlO似j 、 r7{)'}も」、 r50"IoJ と言う回答がいずれも 25~催度、 rlO%J という回答も 10 数%となっており、矧耐1

分かれている。これは、町内ごとに自主防災手頃践の活動に差があることを反映している。水無川の河川改修、眉

山の治山施設、大手川の河川改修は50%以上と矧面されている。これに対して、避難亘路の整備、水無川の火山

砂防は50%以下であると評価されている。 ほぽ妥当な見方と言える。

口目・10% 凹・・30% ll1l1!・ 50% 目・70% ...1ω% 

水無川の河川改修

避難道路の整備

水無川の火山砂防

自主防災組織

眉山の治山施設

大手川の河川改修

図-2. 36 

(%) 

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

防災都市づくりの進捗状況に対する評価
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「建設省による導流j是・砂防ダム・導流工の砂防事業は地元にどんな効果をもたらしていると思います州の聞

に対し、被災地区と非被災地区に分けた集計結果を表-2.21に示す。全僻句に見て、「被害拡大を防止してい

るj、「地域の安全の将来にわたる確保」といった第一の目的である防災に関する項目に多くの回答があった。次い

で、「道路・鉄道などの交通路の確保」、「被災地の全体的な復興計画の支援に役立つj、「士地の買い上げによる火

石特花・士石流被災地の住民の生活再建lこ役立つjなどといった二次的効果が主な回答である。特に「土地の買い上げ

による火砕流・土石流被災地の住民の生活再建lこ役立つjという回答は、被災地区では非被災地区のそれよりも

1mもfW支多くなっている。他の項目についてはそれほどの差異は見受けられない。

表-2.21 砂防事業が地元にもたらす効果

〈問〉導流堤・砂防ダム・導流工の砂防事業 被災地区
非被災地区(二

は地元にどのような効果をもたらしている (安中・杉谷)
会・森岳・霊丘・白

山)
と思いますか N=38人 Nニ 82人

(J)被害の拡大を防止している 31 (81. 6%) 73(89.0帖)

(2)地域の安全を将来にわたって確保する 27 (71. 1弛) 54 (65.9%) 

(3)道路・鉄道などの交通路を確保する 22(57.9%) 52(63.4帖)

(4)被災地の全体的な復興計画の支援(安中
15 (39. 5%) 30(36.6弛)

三角地帯の嵩上げなど)に役立つ

(5)土地の買い上げにより、火砕流・土石流
15 (39. 5%) 25(30.5拍)

被災地の住民の生活再建に役立つ

(6)地場の建設業の技術力の向上に役立つ 4 (10. 5弛) 13 (15.9%) 

(7)雇用の確保に役立つ 4 (10.5%) 12 (14.6%) 

(8)地元の資材の購入、職員の定住による
2 (5. 3%) 9(11.0%) 

経済的効果がある

(9)その他 1 (2. 6%) 1 (1. 2弛)
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また、雲仙普賢岳火山災害の復興に阪神・淡路大震災の影響が被災地区の 8併幼主「ある」と回答しているのに対

し、非被災地区では60%程度にとど、まってし、る。全体的に見ても 7附近くが「あるjとしている(図-2.37)。

その影響の内容を図-2.38に示す。「島原に対する国民の関心カミ低くなり、忘れられる可能性がある。このた

め、予算の確保ができにくくなるJ、「阪神・淡路大震災の復興に巨費が必要なため、島原への投資が困難になる」

としりた財政面を'L~己する回答が多く見られる。被災者の救済対策などの災害対策が抜本的に見直されて、災害
対策が進むといった期待は20%と低い。

園ある 口ない

全体
(N= 1 1 3人)

被災地区
(N=35入)

非被災地区
(N=78人〉

(%) 

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図-2. 37 

島原に対する国民の関心が低くなり
忘れられる可能性がある。このため
予算の確保が困難になる

阪神・淡路大震災の復興に巨費が必
要なため、島原への投資が困鍵に
なる

披本的に見直されるので、災害対
策が進む

その他

図-2. 38 

阪神・淡路大震災による影響

{人}
o 5 101520253035404550 

どのような影響か
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噴火活動が停止したとされる現在、災害B荷宣されていた陸上自衛隊が撤収 (平成7年 12月)し、さらに災害対

策本部の規中期宿小・閉鎖が予想される。しかし、梅雨時の土石流や眉山の崩壊の危険が残されており、 24時間体

制の臨見や啓発用の教材を備えた防災センターの建設が必要であると思われる。この防災センターの設置機関と

しては、園、または長崎県がふさわしいとする回答がそれぞれ 54.~も、 27.4%と大部分を占め、次いで島原市、島

原広域消防団本部、島原市および周辺の町となっている(図-2.39)。

国

。 10 20 30 40 50 

長崎県

島原市

島原広場消防団本部

島原市および周辺の町

図-2. 3 9 防災センターはどこがつくるべきですか

また、今後、警戒区域の縮小・解除に伴い、水無川上流の2号ダム以降の砂防ダムの建設が計画される予定であ

る。その際、どのようにダムを建設すべきであるか質問し、校災地区・非根災地区別に集計し、まとめたものが褒

-2目 22である。被災地区の方で、「もっと大規模な工事にすべきだム「計画を抜本的に見直すべきだ」という

回答が多い傾向がある。 表-2.22 水無川よ流の砂防ダムをどのように建設すべきか

これは災害に対する危

慎の度合いが相支炎地区

において高くなってい

ることの顕れといえる。

全体的に見ると、

64.1%が現行のまま進

めるべき、と回答して

いる。これを、平成5年 8月、平成6年 12月に行ったアンケート調査と比較すると、図-2.40となる。計画

を抜本的に見直すべきとする意見が減少し、現症の計画の 4 

〈間〉今後、水無川上流の砂防ダムは、どのよう 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(ニ会・森

に建設すべきであると思いますか N=37人
岳・霊丘・白山)

N= 80人

(J)現在の計画をそのまま進めるべきだ 20(54. 1%) 55(68. 8百)

(2)もっと大規模な工事にすべきだ 13(35. 1%) 22(27. 5地)
(3)もっと規模を縮小して行うべきだ 0(0%) 0(0百)

(4)計画を抜本的に見直すべきだ 3(8. 1耳) 1(1.2%) 

(5)その他 1 (2.7百) 2(2. 5%) 

もっと大規模な工事にすべ

0102030405060 

まま進めるべきとする意見が増えている。 現在の計画のまま進める

規模を縮小して行うべき

Z十園を根本的に見直すべき

その他

図-2. 40 
水無川上流の砂防工事計画について

。，uqδ 



また、予想、を越える災害の長期化およひ被害区域の拡大に対応するため、

平成7年3月に島原市復興計画の改訂版が策定された。火山活動の推移と

ともに、中尾川流域や湯iIJll流域ん眉山六渓など、で新たな災害の危険性が

拡大し、これらの蝉或においても水無川流域同様に大規模な砂防事業を実

施する必要があり、さらに、水無)11祈誠における計画の見直しも必要と判

断されて、復興計画改訂版の策定へと至ったO 以上のような復興計画の見

直しが行われたことを 75.8%が知っていると回答している。当アンケート

の回答者は自主防災組織会長であることを考えれば、75.8%というのは決し

て高い周知率とは言えない(図-2. 41 ) 0 

図-2. 41 
復興計画の見直しが行われたこ
とを知っていますか

噴火活動が停止した状況において、安中三角地帯の嵩上げ三会海岸を埋め立てての住宅団地建設、中即11流

域の砂防計画、島原道路(地域高規格道路)などについて、「このまま推進すべきか、見直すべきか」を質問した結果

が図-2.42，表-2.23である。安中三角地帯の嵩上げについては、全体的には半数が「このまま進めるjと

回答しているが、安中地区では 36併もが見直すべきとしている。「三会海岸を埋め立てての住宅団地建設」におい

ては、住民の移転洗としての合意形成がまだなされておらず半数が見直すべきと回答している。中国11耐或の

砂防計画には、 8約材Hこのまま進める」と回答しているが、中国|附域の杉谷地区では、 30%租支が見直すべきと

している。島原道路 (地域高規格道路)においては、 8併も以上が「このまま進める」としている。

安中三角地帯の嵩上げ

三会海岸埋め立て、
住宅団地建設

中尾川流域の砂防計画

島原道路
(地域高規格道路)

図-2. 42 

圃
このまま進める

目
見直す

口
わからない

(%) 
o ro w ~ ~ ~ w w ~ ~ ~ 

復興計画をこのまま推進すべきか、見直すべきか
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表-2.23 復興計画をこのまま進めるべきか、見直すべきか(地区別集計)

三会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
(1)安中二角地帯の嵩上げ (Nニ 18 (N二 13 (N二23 (Nニ 16 (N=25 (N=25 

人) 人) 人) 人) 人) 人)

(a)このまま進める 9 5 11 6 17 13 

(b)見直す 3 4 4 4 3 9 

(c)わからない 4 3 4 5 3 2 

(2)二会海岸埋め立て、住宅 一会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区

団地建設
(N二 18 (N二 13 (N二23 (N=16 (N二25 (N二25

人) 人) 人) 人) 人) 人)

(a)このまま進める 6 2 9 7 7 6 

(b)見直す 8 8 8 5 12 11 

(c)わからない 2 3 2 4 6 

三会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
(3)中尾川流域の砂防計画 (N二 18 (N=13 (N二23 (N=16 (N二25 (N=25 

人) 人) 人) 人) 人) 人)

(a)このまま進める 15 6 17 13 19 14 

(b)見直す l 4 1 3 

(c)わからない O 2 1 5 

(4)島原道路
三会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区

(地域高規格道路)
(N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 
人) 人) 人) 人) 人) 人)

(a)このまま進める 13 9 19 13 19 21 

(b)見直す 3 2 I 3 O 

(c)わからない 1 l 2 。 1 2 
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今後の災害復興に向けての住民のニーズを表-2.24に示す。全嗣切こは、「諌早方面への地域高規格道路の

早期実現j、「砂防計画の早期完成Jがともに 75%干型支、次し、で「眉山六渓の抜本的な土石流対策」、「用地に文T9る
地元の協力」、「園、県、市、町の復興財源の確保」、「士石流や山体を臨見する防災センターの設言むなどが半数を

こえる回答率である。被災地区と非被災地区とに分けて集計したところ、「諌早方面への地域高規格道路の早期実

現J、「商工業の活性化対策」、 f島原市の中心市街也の再整備」などは、手械災地区におし、て、また「自立再建が困

難な被災者に対する新たな支援策jは被災地区において、より高くなっているところに、地区ごとのニーズ、の特色

が顕れている。砂防施設の利活用や被災地区の保存については、まだ関心が低いようである。

表 -2.24 災害復興に向けての住民のニーズ

〈問〉噴火活動が停止したとすると、今後の災害 被災地区(安中・
非被災地区(
会・森岳・霊丘・ 全体

復興に向けて重要なことはどのようなことだと 杉谷)
白山) N c 1 1 9人

考えますか Nc 38人 N c 81人

(j)諌早方面への地域高規格道路の早期実現 25(65. 7描) 69(84. 1%) 94(79. 0百)

(2)砂防計画の早期完成 29(76. 3地) 61(74.4時) 90(75. 6%) 

(3)眉山六渓の抜本的な土石流対策 20(52.6理) 54(65. 9国) 74(62.2地)

(4)用地に対する地元の協力 19(50.0百) 47(57.3地) 66(55. 5地)

(5)園、県、市、町の復興財源の確保 21(55.3地) 45(54.9%) 66(55. 5百)

(6)災害対策本部に代わり土石流や山体を監視す 16(42.1描) 45(54. 9地) 61(51. 3耳)
る防災センターの設置

(7)島原市・深江町の災害復興計画に挙げられた 17(44.7耳〉 36(43.9百) 53(44. 5国)
火山観光化などの地域振興策の一本化・調整

(8)水無川流域および中尾川流域の全体的 18(47.4%) 33(40.2地) 5IC42.9百)な視点からの整備

(9)商工業の活性化対策 11(28.9首) 35(42. 7地) 46(38. 7百)

(10)農林水産業の基盤整備 14(36. 8%) 24(29.3百〕 38(31. 9地)

(11)自立再建が図難な被災者に対する新たな支 15(39. 5%) 22(26. 8時〕 37(31. 1耳)
援策

(12)島原市の中心市街地(大手広場、アーケード 8(21. 1百) 27(32. 9出) 35(29.4百〕
街)の再整備

(13)今回の噴火による被災家屋、火砕流跡など 2(5. 3%) 18(22.0百) 20(16.8百)の保存

(14)導流堤・砂防ダムの学習および体験の場への 4(10.5百) 14Cl7. 1耳) 18Cl5. 1百)
解放

(15)その他 0(0%) 2(2.4描〕 2( 1. 7百)
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2. 9 島原市における地震の規模・被害の予測

島原市とその周辺では、過去に 1792年の眉山崩壊を引き起こした大地震や、1922年の千々石(橘)湾地震(M6.9、

最大震度VI)、 1984年の島原半島西音問宇発地震 (M5.7、最大震度V)とし、った地震が発生している。現在において

も、地震による普賢岳溶岩ドームの崩壊、および眉山の崩壊が土石流の発生とともに危↑具されており、「防災都市

づくりJを復興計画の柱のひとつとして掲げている島原市では、地震対策が欠かせない。また、発生しうる地震の

規模に関する質問への回答を、島原市と長崎市で比較したものが図-2.43である。長崎市では、震度皿 (弱

震動、震度IV(中高が多数を占めるのに対し、島原市では震度V 微動が最も多く、震度Vl(烈動キ震跡直(激

動とする回答も少なからず見受けられる。島原市が、長崎市と比較した場合、大きな震度が生ずると認識してい

る。

震度階

m (弱震)

1V(中震)

v (強震)

羽(烈震)

四(激震)

わからない
(%) 

o 5 101520253035404550 

図2-43
発生予測される地震の震度の大きさ
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ここで、「地震による災害に対し安全と感じてい

ますか、それとも、危険と感じていますかJの聞に

おいて、同様に島原市と長崎市を比較したものが図

安全

-2. 44である。「危1恥もしくは「どちらかとい畏

えば危険Jという回答は、島原市で 75%と長崎市の崎

51%を大きく上回っている。 市

また、島原市においてどのような点を危険と感じ ー

ているかを質問した結果を表-2.25に示す。「眉 = 
山が崩壊した場合に被害が及ぶ危険性があること」 二
が 65.2%と最も多く、次いで「道路が狭く、宇鯨佐に

どちらかと
いえば安全

どちらかと
いえば危験 危険

入り組んでいることJ、「木造住宅が密集しているこ
o w w ~ ~ ~ ~ m ~ ~ ~ 

とjが 30%程度、以下「河川の氾濫や高潮・津波の危 図-2. 44  

5 
% 

険があること」、「火災の時、延焼を防ぐのに幸和也帯 地震による災害に対し、安全と感じていますか

や広場が少ないことjなどとなっている。

表-2.25 地震の際、どのような点が危険であるか

N=69人(複数回答)

項 目 人数(人)

(1)眉山が崩壊した場合に被害が及ぶ危険性 45 

(2)道路が狭く、複雑に入り組んでいる 24 

(3)木造住宅が密集している 23 

(4)河川の氾濫や高潮・津波の発生 15 

(5)火災の時に延焼を防ぐのに緑地帯や広場が少ない 14 

(6)近くに消火用水として、利用できる川やプールな
12 

どがない

(7)人や車が多い 12 

(8)地盤が弱い 10 

(9)道路際に通行の障害となるものが多い 9 

(10)ブロック塀が多い 4 

(11)窓ガラスや看板などの落下 4 

(12)近くに危険物を扱っている工場がある 2 

(13)高層ビル・高層マンションが多い 2 

(14)その他 2 
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島原市で地震が発生した場合に想定される被害としては、「眉山の崩壊Jが S肌以上、「水道の断水、都市ガス

の停止、電力の停止によるライフラインの被害」、「家屋の倒壊j、「道路の寸断jがそれぞれ 70%程度を占めてお

り、続いて、「斜面・石垣の崩壊J、「津波の発生」などとなっている(図-2.45)。特に地区別に集計を行った

結果が表-2. 26である。眉山の崩壊については、森岳地区で 62.5%とそキ低くなっているものの、杉谷地区。2.3%)、霊丘地区(87.5%)、白山地区(84.似)、安中地区(80.似)、眉山崩壊において避難対象区域となっていなし、

三会地区でも 77.8%といずれも高い回答率となっている。どの地区でも、眉山の崩壊をJL'酒己する声が多く聞かれ

た。

眉山の崩壕

家屋の倒壊

ライフラインの被害

道路の寸断

斜面 E 石垣の倒壊

津波の発生

地盤の液状化

都市大火

その他

N= 1 1 6人(複数回答)

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図-2. 45 地震の際に想定される被害

表 -2.26 地震の際に想定される被害(地区別集計)

〈間〉島原市で地震が生じた
三会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区

場合、どの程度の被害が生ず
ると思いますか(複数回答)

(N=18人) (N二 13人) (N=23人) (N=16人) (N=25人)

(1)眉山の崩壊 14 12 15 14 21 

(2)津波の発生 8 8 9 7 10 

(3)都市大火 2 3 4 7 9 

(4)地盤の液状化 4 3 5 7 7 

(5)家屋の倒嬢 10 9 15 10 17 

(6)斜面、石垣の崩嬢 9 6 11 8 14 

(7)フイフフインの被害 9 8 14 10 18 

(8)道路の寸断 8 9 15 12 14 

(9)その他 。 1 。 。 。
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.3章おわりに

(1)島原市の町内会においては、高齢化の進行や、町内会活動に対する若者の無関心、 l人暮らし世帯

の増加といった課題を抱えているのが現状である。自主防災組織としての活動の基本となる町内会活

動には、かなり高い参加率が望める。

(2)島原市内の自主防災組織は、市の援助などもあり、その結成率は I∞%となっているが、大部分は

自主的な結成ではないため、平常時の活動ができる体制が整っている組織は半数に満たなし、。しかし、

現在の自主防災組織は、災害時に有効であるとし、う回答が7割を超え、自主防災組織に対する住民の

期待はかなり高し、。

(3)島原市の自主防災組織は町内会と重複したものであり、自主防災組織と町内会の役員が兼務である

ため、 l年程度で交代し、継続性が保てないという欠点、が見受けられる。自主防災組織をうまく機能

させるためには、組織内に防災部の設置、具体的な活動マニュアルの作成など、が必要である。さらに、

組織内での避難訓練、勉強会、防災資樹オの備蓄など、といった平常時の自主的な活動が不可欠である。

(4) 70%の自主防災組織において、高齢者や病人とし、った災害弱者のいる家庭への避難対策が施されて

いなし、これらの自主防災組織は早急に避難寺の弱者対策をなすべきである。

(5)島原市民は、震度Vの地震は十分発生し得ることを予測しており、眉山の崩壊、家屋の倒壊、ライ

フラインの被害、道路の寸断などの被害をIL'OI己している。今後は、地震の発生も視野に入れた防災計

画の見直しと自主防災組織が初期消火、人命救助、炊き出しなどの初動期に活動できるようにするべ

きである。

(6)噴火活動の停止およひ警戒区域の縮小に伴い、陸上自制琢の撤収に続き、今後災害対策本部の解散

があるものと考えられる。しかし、今後も島原市においては土石流に対する警戒や眉山の崩壊に備え

た対応が必要であるため、これまでの危搬管理体制の一部l訴樹守されるぽずである。そのためには、

常設の災害対策本部としての機能と住貯持用の設備や防災資樹寸の備蓄の機能も備えた防災センタ

ーの整備の検討を早急になすべきである。

n
w
d
 

qδ 
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付録A:島原市の自主防災組織の現状と課題に関す

るアンケート調査の依頼状
平成 711: 1 1 )J 2リ11

i'lL防災組織代表名各位

長崎大ヲt:'下:W

It':j tlm府， tf~ 

アンケート調査のお願い

H啓 冬の到来の近さを感じさせる今頃でありますが、自主防災組織代表者の皆様にお

かれましては、益々ご健勝のこととお喜び申し上げます。

平成 7~F に入ってからは 1噴火活動は沈静化に向い、 5J]には、火山噴火予知Jiili絡会に

よって停止が確認されています。平成 7年には氾濫するような土石流も発生せず、復興

工事が11日始され、水無川流域では安中三角地借の高上げ、島原鉄道の復旧、 Iけ砂|坊タ

ムの悠ii貨が着工されています。

これから、火砕流の危険が去るとともに、陸上自衛隊の災害派遣の撤収、観測体制の

縮小などが行われるものと思われます。しかし、砂防施設が完成するまでには、まだ時

間がかかります園それまでには、土石流の発生のおそれがある場合には避難が必嬰です。

また、万一周山に崩嬢の危険が迫った場合にも広域的な避難が必要です。以前のように

防災関係者が一体となって行ってきたきめの細かい避難対策は不可能です e どうしても

近隣の協力が不可欠になります.このような避難を確実に行うためには、自主防災組織

の活動が大切jと認識しております。

島原iIiの自主防災組織は平成 4年度に結成率は100%となっておりますが、災害応急

対策に多忙で実質的な活動ができる体制づくりは遅れています。被災を受けられた地域

では、地域の住民が分散を余儀なくされ、コミュニティが壊れて、町内会活動ができな

くなりました。噴火が停止して、一段議した現在、今一度自主防災組織が実質的にかっ

持続的に活動できるように整備すべきと考えます包

そのためには、現在の自主防災組織の内容、活動状況、地区の状況などを調査によっ

て明らかにするとともに、今後の活性化の方策を見い出すことが必要でありますロ

つきましては、年末のご多忙の折りで大変申し訳ありませんが、同封のアンケー卜の

回答をよろしくお願い申し上げます。本調査は、この目的以外に利用するととは、絶対

にございません。また、結果は統計的な処理を行うため、賞自主防災組織にご迷惑をお

かけすることは決してございませんので、よろしくご協力を下さいますよう重ねてお願

い申し上げます.大変申し訳ございませんが、 12月28固までに、封筒に入れてご返送下

さるようお願い申し上げます。 敬具

連絡先: 〒852 長崎市文教問f1ー 14

長崎大学工学部 社会開発工学科

高橋利雄

Tel (0958)47-1111(内)2710

唱
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Fax (0958)48-3624 



付録B:島原市の自主防災組織の現状と課題に関す

るアンケート調査・集計結果

B-l 単純集計

A. あなたの地区の町内会についてお伺いします。

問 1 あなたの地区では、雲仙普賢岳の火山災害前と比べて、近隣とのつきあいは変

わりましたか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)以前に比べて非常に親密になった 6 5. 0 

(2)以前に比べて多少親密になった 37 30. 9 

(3)以前とほとんど変わらない 6 9 57. 5 

(4)以前に比べて多少悪化した 4 3. 3 

(5)以前に比べて非常に悪化した 3 2. 5 

(6)わからない 1 O. 8 

(7)N. A. O O 

(8)D. K. O O 
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問 2 あなたの地区では、どのような活動が行なわれていますか。該当することがら

をいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)清掃 95 79. 2 

(2)盆踊り 6 5. 0 

(3)見学会 3 2. 5 

(4)スポーツ大会 48 40. 0 

(5)花・お茶などのけいこごと 7 5. 8 

(6)避難訓練 26 2 1. 7 

(7)廃品回収 6 7 55. 8 

(8)降灰除去(降灰があった時期に) 55 45. 8 

(9)精霊流し 6 5. 0 

(10)忘年会・新年会・懇親会・花見など 9 7. 5 

(11)敬老会・婦人会など 4 3. 3 

(12)町内消毒 4 3. 3 

(13)その他 5 4. 2 

(14)災害で地域のコミュニティが失われたために、 6 5. 0 

一時休止してし、る

(15)N. A. 3 2. 5 

(16)D. K. 3 2. 5 

問3 あなたの地区の住民の町内会行事への参加はし、かがですか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)積極的に参加する 1 6 1 3. 3 

(2)かなり参加する 46 38. 3 

(3)呼びかければ参加する 53 44. 2 

(4)なかなか参加しない 5 4. 3 

(5)N. A. O O 

(6)D. K. O O 
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問4 あなたの町内会では、近隣の町内会との合同行事がありますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)ある 50 4 1. 7 

(2)ない 6 7 55. 8 

(3)N. A. 3 2. 5 

(4)D. K. O O 

<問4の合同行事の内容> N = 35人(複数回答)

項 目 件 数 (%) 

(1)スポーツ大会 30 85. 7 

(2)祭・盆踊り 4 1 1. 4 

(3)演芸大会 2 5. 7 

(4)廃品回収 1 2. 9 

(5)精霊流し 1 2. 9 

(6)慰霊祭行事 1 2. 9 

(7)清掃 1 2. 9 

(8)子供クラブ 1 2. 9 

(9)4町内会の連絡協議会により行事決定 1 2. 9 
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問5 あなたの町内会の課題はどのようなことですか。該当することがらをいくつで

もお選びください。 N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)高齢化が進んで、町内会活動ができる人材が少な 76 63. 3 

し、こと

(2)若い人が町内会活動に関心を示さないこと 40 33. 3 

(3)一人暮らしの世帯が構えてきたこと 33 27. 5 

(4)単身赴任の世帯が増えてきたこと 7 5. 8 

(5)隣近所のつきあいが減ったこと 1 0 8. 3 

(6)住民の転入・転出が多いこと 1 4 1 1. 7 

(7)世帯数が多すぎて、町内会活動をしにくいこと 1 0 8. 3 

(8)過疎化で世帯数が減少し、町内会活動をしにくい 5 4. 2 

こと

(9)今回の火山災害によって、避難者や転出者が多 1 0 8. 3 

く、活動ができないこと

(10)火山災害によって、集落が再編成されて、まだ 3 2. 5 

コミュニティが形成されていないこと

(11)特にない 5 4. 2 

(12)その他 1 O. 8 

(13)N. A. 6 5. 0 

(14)D. K. O O 

問6 今回の火山災害を契機として、あなたの町の町内会活動は変わったと思います

か。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)思う〔付問 6. 1へ〕 33 27. 5 

(2)思わない 72 60. 0 

(3)N. A. 5 4. 2 

(4)D. K. 1 0 8. 3 
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付問 6. 1 どのように変わってきたかをお教えください。

N = 33人

項 目 人数(人) (%) 

(1)町内の意向をとりまとめて、行政との交渉の窓口の 1 4 42. 4 

役割を果たすようになってきた

(2)町内会の活動の中心が被災者の把握、避難対策、意 5 1 5. 2 

向の把握などの防災活動が中心になってきた

(3)町内会の活動がかなり停滞している 4 1 2. 1 

(4)地域のコミュニティが壊れて、町内会活動ができな 2 6. 1 

くなった

(5)その他 2 6. 1 

(6)N. A. O O 

1(7)D. K. 6 1 8. 1 

B. 雲仙普賢岳の火山災害についてお伺いします。

問 1 今回の雲仙普賢岳の火山災害では火砕流や土石流が発生しましたが、あなたの

町内では、どのような人身事故が発生しましたか。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)死者が出た 5 4. 2 

(2)けが人が出た 1 O. 8 

(3)人身の被害はなかった 115 95. 8 

(4)N. A. O O 

(5)D. K. O O 
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問 2 今回の火山災害で、あなたの町内ではどのような物的被害がありましたか。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)家屋が全半壊した 1 2 10. 0 

(2)田畑が被害を受けた 38 3 1. 7 

(3)家財道具や自動車が被害を受けた 20 16. 7 

(4)家畜に被害が出た 7 5. 8 

(5)降灰により、家屋・家財道具に被害があった 1 6 1 3. 3 

(6)火山礁により、屋根・太陽熱温水器に被害があった 3 2. 5 

(7)眉山の土石流により、家屋が被害を受けた 3 2. 5 

(8)その他 O O 

(9)被害はなかった 39 32. 5 

(lO)N. A. 8 6. 7 

(ll)D. K. 4 3. 3 

問3 雲仙普賢岳の噴火活動は、平成7年 3月に停止状態にあることが確認され、 5

月には火山噴火予知連絡会によって追認されています。あなたは火山活動は今後

どうなると思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)終息したと思う 1 4 1 1. 7 

(2)終息したと思うが、もう 1"'2年様子を見ないとわ 77 64. 1 

からない

(3)終息したとは思わない 1 8 1 5. 0 

(4)まったく見当がつかない 1 1 9. 2 

(5)その他 O O 

(6)N. A. O O 

(7)D. K. O O 
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問4 島原市において、今後心配される災害は何ですか。つぎのリストの中からいく

つでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)雲仙普賢岳の火砕流 1 6 1 3. 3 

(2)水無川、中尾川の土石流 8 2 68. 3 

(3)眉山第六渓の土石流 63 52. 5 

(4)雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩壊 42 35. 0 

(5)眉山の山体崩壊 6 1 50. 8 

(6)地震による津波 1 9 1 5. 8 

(7)台風による風害 27 22. 5 

(8)地震による市街地火災 25 20. 8 

(9)特に心配なことがらはない 3 2. 5 

(10)その他 5 4. 2 

(11)N. A. O O 

(12)D. K. O O 

間 5 あなたは雲仙普賢岳の火砕流は今後も発生すると思いますか。

N = 120人

項 日 人数(人) (%) 

(1)確実に発生するだろう 1 O. 8 

(2)十分考えられる 47 39. 2 

(3)多分発生しないだろう 67 55. 8 

(4)二度と発生しないだろう 5 4. 2 

(5)N. A. O O 

(6)D. K. O O 
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問6 あなたは水無川や中尾川流域の土石流は今後も発生すると思いますかc

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)確実に発生するだろう 30 25. 0 

(2)十分考えられる 74 6 1. 7 

(3)多分発生しないだろう 1 5 1 2. 5 

(4)二度と発生しないだろう O 。
(5)N. A. O O 

(6)D. K. 1 O. 8 

問 7 平成 7年の梅雨期には、大規模な土石流は発生しませんでした。あなたはこの

理由をどのように考えていますか。考えられるものをいくつでもお選びください。

N = 120 人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)遊砂地や導流堤などの防災工事が進んで、安全が確 44 36. 7 

保できたから

(2)上流部に緑が回復して土砂の流出が押さえられた 5 4. 2 

から

(3)火砕流が発生せず、火山灰が地表面に少なくなり、 44 36. 7 

雨水が地面に浸透して、流出の割合が減ってきたか

ら

(4)平成6年度の異常少雨で、地下水位が下って地面に 23 1 9. 2 

浸透しやすくなったことが主要原因である

(5)平成 7年は、雨は降ったが、時間雨量が多くなかっ 88 73. 3 

たから

(6)その他 1 O. 8 

(7)N. A. 1 O. 8 

(8)D. K. O O 
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c.防災環境についてお伺いします。

問 1 あなたの町内は、眉山の崩壊に備えた避難計画において避難対象地区に含まれ

ていますか。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 79 65. 8 

(2)し、ない 38 3 1. 7 

(3)わからない 3 2. 5 

(4)N. A. O O 

(5)D. K. O O 

問 2 あなたの町内は、土石流による避難対象地区に含まれていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 42 35. 0 

(2)し、ない 68 56. 6 

(3)わからない 8 6. 7 

(4)N. A. 2 1. 7 

(5)D. K. O O 

問3 あなたの町内は、火砕流による避難対象地区に含まれていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 1 3 10. 8 

(2)し、ない 90 75. 0 

(3)わからない 1 4 1 1. 7 

(4)N. A. 3 2. 5 

(5)D. K. O O 
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問4 雲仙普賢岳の火山災害の発生後、地区の避難のために設置された施設にはどの

ようなものがありますか。あてはまるものをリストの中からいくつでもお選びく

ださい。 N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)防災行政無線の同報無線(拡声機) 88 73. 3 

(2)防災行政無線の戸別受信機 106 88. 3 

(3)避難場所の整備 52 43. 3 

(4)避難路の整備 1 3 10. 8 

(5)防災資材の備蓄 3 1 25. 8 

(6)ケーブルテレビの導入 9 7. 5 

(7)監視カメラの設置 1 7 14. 2 

(8)その他 2 1. 7 

(9)N. A. 2 1. 7 

(I0)D. K. O O 

D. あなたの地区の自主防災組織についてお伺いします。

問 1 あなたの地区の自主防災組織はいつ結成されましたか。

昭和・平成 年

N = 93人

項 目 人数(人) (%) 

(1)昭和 57年 1 1. 1 

(2)昭和 60年 1 1. 1 

(3)昭和 62年 1 1. 1 

(4)昭和 63年 1 1. 1 

(5)平成元年 O O 

(6)平成2年 2 2. 2 

(7)平成3年 1 3 1 3. 9 

(8)平成4年 59 63. 4 

(9)平成5年 1 3 1 3. 9 

(10)平成6年 O O 

(11)平成7年 2 2. 2 
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間 2 自主防災組織を結成した動機は何だと思いますか。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)町内会に積極的な人がいたので 5 4. 2 

(2)町内会に災害危険箇所が存在するので 7 5. 8 

(3)市役所の勧めがあったので 89 74. 2 

(4)雲仙普賢岳の火山災害の士石流、降灰などに地区全 1 8 1 5. 0 

体で取り組むため

(5)地域住民から要望があったので 4 3. 3 

(6)既に類似の組織があったので 1 O. 8 

(7)その他 O O 

(8)N. A. 6 5. 0 

(9)D. K. O O 

問3 あなたの地区の防災組織はどのような状況ですか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)自主防災組織はできていることになっているが、ま 1 2 10. 0 

だ具体的なことは決まっていない

(2)自主防災組織の役員および班長は決まっている 63 52. 5 

が、形の上だけでまだ活動するまでには至っていな

し、

(3)自主防災組織の役員および班長などの組織が決 39 32. 5 

められ、連絡網や避難時役割などが決められている

(4)自主防災組織の組織および災害時の連絡網や避難 2 1. 7 

時役割などが決められている。さらに、避難訓練な

どの平常時の活動も行っている。

(5)N. A. 4 3. 3 

(6)D. K. O O 

問4 あなたの地区の自主防災組織の組織図をご記入ください。
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問5 あなたの地区の自主防災組織の活動内容として、どのようなことが行われてい

ますか。あてはまるものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)役員および役割分担の決定 60 50. 0 

(2)組織内の連絡網 46 38. 3 

(3)組織に必要な防災資材の備蓄 49 4 o. 8 

(4)組織独自の防災訓練 8 6. 7 

(5)組織内の危険箇所の点検 1 5 1 2. 5 

(6)緊急避難所の指定 49 40. 8 

(7)映画会、スライド会の開催 2 1. 7 

(8)役所、消防署、専門家などによる講演会 36 30. 0 

(9)組織内の防災マップの作成 6 5. 0 

(10)河川や側溝の清掃 34 28. 3 

(11)避難時の手順などの説明会 1 1 9. 2 

(12)大雨の時の川の水位の監視 1 2 10. 0 

(13)他の自主防災組織との接触 8 6. 7 

(14)パンフレットの作成 O O 

(15)地域内の消防団・警察署・病院などとの話合い 1 2 10. 0 

(16)弱者リストの作成 20 16. 7 

(17)看護婦経験者・無線技術者などの人材リストの作 2 1. 7 

成

(18)自主防災組織の集会所の設置 1 0 8. 3 

(19)特にしていない 1 7 14. 2 

(20)その他 O O 

(21)N. A. 2 1. 7 

(22)D. K. O O 
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問 6 自主防災組織には、どのような防災資機材が整っていますか。あてはまるもの

をいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)拡声器 69 57. 5 

(2)消火器 47 39. 2 

(3)バケツ 23 1 9. 2 

(4)スコップ 1 4 1 1. 7 

(5)救急セット 47 3 9. 2 

(6)照明器具 50 4 1. 7 

(7)ビニールシート 30 25. 0 

(8)発電機 2 1. 7 

(9)かわら O O 

(10)避難用ロープ 4 1 34. 2 

(11)土のう 9 7. 5 

(12)水中ポンプ 7 5. 8 

(13)散水セット 1 2 10. 0 

(14)帽子 1 O. 8 

(15)腕章 O O 

(16)へ/レメット 52 43. 3 

(17)雨ガッパ 22 18. 3 

(18)雨ぐっ 1 3 10. 8 

(19)乾電池 3 2 26. 7 

(20)土のう袋 7 5. 8 

(21)担架 5 4. 2 

(22)資材の保管庫 28 23. 3 

(23)はしご 1 3 10. 8 

(24)ラジオ 44 36. 7 

(25)毛布 5 4. 2 

(26)無線機 24 20. 0 

(27)特に備えていない 8 6. 7 

(28)その他 5 4. 2 

(29)N. A. 4 3. 3 

(30)D. K. O O 
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問 7 あなたの自主防災組織では、行政が行うどのような活動に参加しましたか。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)代表者研修会 80 66. 7 

(2)総合防災訓練 8 1 67. 5 

(3)防災(防火)講演会 47 39. 2 

(4)消火訓練 23 1 9. 2 

(5)救急訓練 1 4 1 1. 7 

(6)その他 1 o. 8 

(7)特に参加していない 7 5. 8 

(8)N. A. 3 2. 5 

(9)D. K. O O 

問 8 あなたの町内会内では避難訓練が行われたことがありますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)ある 3 1 25. 8 

(2)ない 7 9 65. 8 

(3)わからない 5 4. 2 

(4)N. A. 5 4. 2 

(5)D. K. O O 

問9 あなたの地区の自主防災組織の運営はうまくいっていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)はし、 44 36. 7 

(2)し、いえ 〔付問 9.1へ〕 44 36. 7 

(3)N. A. 6 5. 0 

(4)D. K. 26 2 1. 6 
ー一L..
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付問 9.1 その原因はどこにあると思いますか。次のリストの中から該当するも

のをいくつでもお選びください。 N = 44人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(l)行政の指導が不十分である 5 1 1. 4 

(2)住民の参加が少ない 1 5 34. 1 

(3)自主防災組織に問題がある 〔付問 9.2へ〕 27 6 1. 4 

(4)情報が入手できない O O 

(5)行政とうまくし、かない O O 

(6)他の組織と連絡がとれない O O 

(7)資金が不足している 5 1 1. 4 

(8)資機材が不足している 4 9. 1 

(9)活動のマンネリ化 5 1 1. 4 

(10)活動計画がない 1 1 25. 0 

(11)中核となる集会所がない 5 1 1. 4 

(l2)人任せの傾向がある 1 2 27. 3 

(13)安全な地域で災害が来なし、から 1 6 36. 4 

(l4)その他 2 4. 5 

(l5)N. A. O O 

(l6)D. K. O O 

付問 9.2 その理由は何ですか。次のリストの中から該当するものをいくつでも

お選びください。 N= 27人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(l)リーダーになる人がし、ない 3 1 1. 1 

(2)運営費が足りない 6 22. 2 

(3)役員の数が足りない 4 14. 8 

(4)町内会と重複している 1 7 63. 0 

(5)役員の高齢化 9 33. 3 

(6)メンバーの女性化 1 3. 7 

(7)役員が 1年で交代して継続性が保てない 1 6 59. 3 

(8)その他 3 1 1. 1 

(9)N. A. 1 3. 7 

(lO)D. K. O O 
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問 10 あなたの地区の防災組織のまとまりは時間とともにどう変わってきましたか。

N = 120人

項 員 人数(人) (%) 

(1)初めからまとまっている 27 22. 5 

(2)まとまりは強くなってきた 8 6. 7 

(3)まとまりは変わっていない 57 47. 5 

(4)まとまりは弱くなってきた 7 5. 8 

(5)初めからまとまっていない 1 3 10. 8 

(6)N. A. 8 6. 7 

(7)D. K. O O 

問 11 自主防災組織は地域に定着したと思いますか。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)はし、 53 44. 2 

(2)し、いえ 53 44. 2 

(3)N. A. 1 3 10. 8 

(4)D. K. 1 O. 8 

間 12 自主防災組織の形態についてお教えください。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)町内会内に置いている 95 79. 2 

(2)町内会から独立している 〔付問 12.1へ〕 1 0 8. 3 

(3)N. A. 6 5. 0 

(4)D. K. 9 7. 5 

付問 12.1 町内会から独立した場合について、どのような形態となっていますか。

N = 10人

項 目 人数(人) (%) 

(1)町内会内に複数の組織がある 8 80. 0 

(2)町内会の範囲を越えて結成されている 2 20. 0 

(3)N. A. O O 

(4)D. K. O O 
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問 13 現在の自主防災組織は、災害時に有効だと思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)かなり有効である 38 3 1. 7 

(2)多少有効である 45 37. 6 

(3)有効でない 〔付問 13.1へ〕 1 0 8. 3 

(4)わからない 1 9 1 5. 8 

(5)N. A. 1 O. 8 

直)D.K. 7 5. 8 

付問 13.1 有効でないとする理由をお教えください。

N = 10人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)市役所、消防団との連携がなされていなし、から O O 

(2)自主防災組織が形式的に結成されているから 9 90. 0 

(3)住民の参加が期待できなし、から 1 10. 0 

(4)災害時の情報の入手が期待できなし、から 1 10. 0 

(5)その他 1 10. 0 

(6)N. A. O O 

(7)D. K. O O 

-58一



間 14 自主防災組織の活動を活発にするにどのようなことが必要と思われますか。

次のリストの中から該当するものをいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)リーダーの育成 66 55. 0 

(2)地域住民の参加 86 7 1. 7 

(3)行政の指導 66 55. 0 

(4)行政による財政的援助 4 1 34. 2 

(5)自主防災組織聞の連携 27 22. 5 

(6)防災資材の整備 34 28. 3 

(7)自主防災組織の活動に伴う傷害保険・補償制度の創 22 1 8. 3 

設

(8)住民が参加できる防災訓練の実施(雨、地震、煙な 40 33. 3 

どの体験)

(9)防災専門家の派遣制度 1 3 10. 8 

(10)自主防災組織の役員の強化 25 20. 8 

(ll)防災用のビデオ、スライド、テキストなどの教材 1 0 8. 3 

の整備

(12)講演会、学習会、防災教室の開催 24 20. 0 

(13)若い人の参加 4 1 34. 2 

(14)地域内のコミュニケーションを高めること 1 8 1 5. 0 

(15) 6月3日を「島原防災の日Jとして防災行事を行 32 26. 7 

うこと

(16)ミニコミ紙や地域のパンフレットの作成 1 2 10. 0 

(17)地域内の事業所、医療機関との連携 1 0 8. 3 

(18)防災センターの設置 1 3 1 O. 8 

(19)その他 1 O. 8 

(20)N. A. 6 5. 0 

(21)D. K. O O 
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E. 災害時の避難対策についてお伺いします。

問 1 防災マップや防災ガイドブックは、見やすく作られていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)はし、 42 35. 0 

(2)し、いえ〔付問1.1へ〕 1 3 10. 8 

(3)どちらとも言えない 2 1 1 7. 5 

(4)N. A. 6 5. 0 

(5)D. K. 38 3 1. 7 

付問1.1 どのような点を手直しすれば良いと思いますか。

N = 1 3人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)地区別にもっと細かく分割する 9 6 9. 2 

(2)表示されている文字を大きくする 2 1 5. 4 

(3)もっとわかりやすい表示マークを使う 2 1 5. 4 

(4)もっと縮尺を大きくし、道路、家屋などを入れる 3 23. 1 

(5)作成にあたって地元の意見を入れる 5 38. 5 

(6)その他 O O 

(7)N. A. 1 7. 7 

(8)D. K. O O 

問 2 今後別の情報を加えるとしたら、他にどんな情報が必要ですか。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)救急指定病院 63 52. 5 

(2)緑地公園 9 7. 5 

(3)通信施設 20 16. 7 

(4)駐車場 1 1 9. 2 

(5)交通事故発生箇所 8 6. 7 

(6)特にない 20 16. 7 

(7)その他 3 2. 5 

(8)N. A. 1 9 1 5. 8 

(9)D. K. O O 
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問3 あなたの地区の避難のために防災マップや防災ガイドブックが配布されていま

すが、あなたの地区の住民は知っていると思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)よく知っているだろう 1 3 10. 8 

(2)だいたい知っているだろう 83 69. 2 

(3)あまり知らないだろう 1 7 14. 2 

(4)ほとんど知らないだろう 4 3. 3 

(5)N. A. 3 2. 5 

(6)D. K. O O 

問4 現在、土石流に対する指定避難場所について何か問題がありますか。あてはま

るものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)避難場所が狭い 8 6. 7 

(2)避難場所が遠い 30 25. 0 

(3)避難場所がわかりにくい 6 5. 0 

(4)現状では特に問題ない 69 57. 5 

(5)その他 6 5. 0 

(6)N. A. 8 6. 7 

(7)D. K. 1 O. 8 
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問5 では、避難のための避難路は指定されていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 〔付問 5.1へ〕 45 37. 5 

(2)し、ない 44 36. 7 

(3)わからない 1 4 1 1. 6 

(4)N. A. 6 5. 0 

(5)D. K. 1 1 9. 2 

付問 5.1 現在指定されている避難路について何か問題がありますか。あてはま

るものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 45人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)避難路が狭い 4 8. 9 

(2)避難路がわかりにくい 3 6. 7 

(3)避難路が危険 8 1 7. 8 

(4)現状では特に問題ない 26 57. 8 

(5)その他 O O 

(6)N. A. 7 1 5. 6 

(7)D. K. O O 
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問6 あなたの町内の住民は、避難勧告・指示はどこから知ると思いますか。あては

まるものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)防災行政無線の戸別受信機 109 90. 8 

(2)防災行政無線の同報無線(拡声機) 90 75. 0 

(3)広報車や、消防車による音声、サイレン 58 48. 3 

(4)市職員、消防団員、警察官の呼び掛け 29 24. 2 

(5)市職員からの電話 4 3. 3 

(6)テレビ、ラジオ 27 22. 5 

(7)ケーブルテレビ 9 7. 5 

(8)自主防災組織 24 20. 0 

(9)その他 O O 

(10)N. A. 2 1. 7 

(ll)D. K. O O 

問 7 あなたの地区の自主防災組織では、地区の住民にどのようにして避難の呼び掛

けを行いますか。あてはまるものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)電話連絡網 3 2 24. 6 

(2)有線放送 1 4 1 1. 7 

(3)拡声器、サイレン 54 45. 0 

(4)防災行政無線が整備されているので、地区として行 55 45. 8 

う必要はない

(5)徒歩やバイクマ回る 26 2 1. 7 

(6)その他 2 1. 7 

(7)N. A. 3 2. 5 

(8)D. K. 1 O. 8 
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問8 あなたの地区の住民はすぐに避難すると思いますか。

N = 120人

項 日 人数(人) (%) 

(1)全員すぐに避難するであろう 36 30. 0 

(2)大部分の人は避難するであろう 56 46. 7 

(3)半分程度の人は避難するであろう 1 3 10. 8 

(4)大部分の人は避難しないであろう 1 1 9. 2 

(5)N. A. 4 3. 3 

(6)D. K. O O 

問 9 あなたの地区は、集団で避難する方式ですか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)集団で避難する 29 24. 2 

(2)個別に避難する 42 35. 0 

(3)決まっていない 40 33. 3 

(4)わからない 6 5. 0 

(5)N. A. 3 2. 5 

(6)D. K. O O 

問 10 あなたの地区では、高齢者や病人のいる家庭への避難対策を立てていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 33 27. 5 

(2)し、ない 78 65. 0 

(3)N. A. 9 7. 5 

(4)D. K. O O 
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<高齢者や病人のいる家庭への避難対策> N 23人

避難対策 の 内 廿d フ 件数 (%) 

(1)隣近所で避難の援助をする 9 39. 1 

(2)班長及び各班で避難の援助をする 8 34. 8 

(3)自治会でリストアップして把握している 4 1 7. 4 

(4)救出・保護係と分担している 1 4. 3 

(5)市役所の防災課による病人等の避難誘導 1 4. 3 

問 II あなたの地区では、避難の際に車の使用を認めていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)し、る 3 1 25. 8 

(2)1.-、ない 47 39. 2 

(3)わからない 34 28. 3 

(4)N. A. 8 6. 7 

(5)D. K. O O 

問 12 地区の住民の避難についての問題はどのようなことですか。あてはまるものを

リストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)適切な避難場所がないこと 1 1 9. 2 

(2)避難場所が遠いこと 30 25. 0 

(3)避難場所が狭いこと 1 1 9. 2 

(4)安全な避難路が少ないこと 1 9 1 5. 8 

(5)高齢者や病人が多いこと 2 1 1 7. 5 

(6)壮年層の男性が少ないことで、避難誘導体制が不十 36 30. 0 

分であること

(7)避難場所の居心地がよくないこと 7 5. 8 

(8)その他 4 3. 3 

(9)特にない 29 24. 2 

(lO)N. A. 1 3 10. 8 

(11)D. K. O o 
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F. 自主防災組織の代表者としての活動をお教えください。

問 1 自主防災組織で、市役所に陳情に行きましたか。以下、あなたが会長になられ

てからでかまいません。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)行った 34 28. 3 

(2)行かない 76 63. 4 

(3)わからない 4 3. 3 

(4)N. A. 2 1. 7 

(5)D. K. 4 3. 3 

問2 では、陳情の回数は何回位ですか。 N = 34人

項 目 人数(人) (%) 

(1)1回 8 23. 5 

(2) 2 "-' 3回 1 5 4 4. 1 

(3) 4 "-' 5回 4 1 1. 8 

(4) 5 "-' 9回 2 5. 9 

(5)10回以上 4 1 1. 8 

(6)N. A. 1 2. 9 

(7)D. K. O O 
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間3 陳情の内容をお教えください。次のリストの中からあてはまるものをいくつで

もお選びください。 N = 34人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)土石流対策 1 4 4 1. 2 

(2)浸水対策 1 7 50. 0 

(3)降灰除去対策 1 5 44. 1 

(4)避難対策 1 1 32. 4 

(5)住宅対策 4 1 1. 8 

(6)水道代の減免 3 8. 8 

(7)義援金の配分 4 1 1. 8 

(8)災害復旧工事 6 1 7. 6 

(9)眉山対策 9 26. 5 

(10)国道 57号の早期復旧 4 1 1. 8 

(11)警戒区域への入域 4 1 1. 8 

(12)警戒区域内の家屋の家財道具持出し 4 1 1. 8 

(13)警戒区域内の家屋の被災の原因調査 2 5. 9 

(14)その他 3 8. 8 

(15)N. A. O O 

(16)D. K. O O 
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G. 地域の復興課題についてお伺いします

問 1 雲仙普賢岳の火山災害に対する防災工事は、どの程度進んだと思われますか。

各項目について 1つづっお選びください。すべての項目についてお答えください。

(1)水無川の河川改修 N 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)lO% 1 0 8. 3 

(b)30% 3 1 25. 8 

(c)50% 36 30. 0 

(d)70% 23 1 9. 3 

(e)lOO% 4 3. 3 

(f)N. A. 1 6 1 3. 3 

(g)D. K. O O 

(2)避難道路の整備 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)IO% 34 28. 3 

(b)30% 26 2 1. 7 

(c)50% 22 1 8. 3 

(d)70% 1 2 10. 0 

(e)IOO% 1 O. 8 

(ηN. A. 23 1 9. 2 

(g)D. K. 2 1. 7 

(3)情報伝達システムの整備 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)IO% 2 1. 7 

(b)30% 5 4. 2 

(c)50% 2 1 17. 5 

(d)70% 5 1 42. 4 

(e)lOO% 20 16. 7 

(f)N. A. 2 1 1 7. 5 

(g)D. K. O O 
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(4)水無川の火山砂防 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)lO% 20 16. 7 

(b)30% 36 30. 0 

(c)50% 26 2 1. 7 

(d)70% 1 6 1 3. 3 

(e)lOO% 1 O. 8 

(t)N. A. 2 1 17. 5 

(g)D. K. O O 

(5)自主防災組織 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)lO% 1 4 1 1. 7 

(b)30% 1 1 9. 2 

(c)50% 26 2 1. 6 

(d)70% 23 1 9. 2 

(e)lOO% 26 2 1. 6 

(t)N. A. 20 16. 7 

(g)D. K. O O 

(6)眉山の治山施設 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)lO% 1 1 9. 2 

(b)30% 33 27. 5 

(c)50% 3 7 30. 8 

(d)70% 1 7 14. 2 

(e)lOO% O O 

(ηN. A. 22 18. 3 

(g)D. K. O O 

凸コco 



(7)大手川の河川改修 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)lO% 1 2 10. 0 

(b)30% 3 1 25. 8 

(c)50% 48 4 O. 0 

(d)70% 1 5 1 2. 5 

(e)lOO% O O 

(f)N. A. 1 4 1 1. 7 

包)D.K. O O 

問2 建設省による導流媛、砂防ダム、導流工の砂防事業は地元にどんな効果をもた

らしていると思いますか。あてはまるものをリストの中からいくつでもお選びく

ださい。 N= 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)地域の安全を将来にわたって確保する 8 1 67. 5 

(2)被害の拡大を防止している 104 86. 7 

(3)道路・鉄道などの交通路を確保する 74 6 1. 7 

(4)雇用の確保に役立つ 1 6 1 3. 3 

(5)土地の買い上げにより火砕流・土石流被災地の住民 40 33. 3 

の生活再建に役立つ

(6)地場の建設業の技術力の向上に役立つ 1 7 14. 2 

(7)被災地の全体的な復興計画の支援(安中コ角地帯の 45 37. 5 

嵩上げなど)に役立つ

(8)地元の資材の購入、職員の定住による経済的効果が 1 1 9. 2 

ある

(9)その他 2 1. 7 

(lO)N. A. 5 4. 2 

(11)D. K. 1 O. 8 
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問 3 雲仙普賢岳火山災害の復興に、阪神・淡路大震災の影響はあると思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)ある〔付問 3.1へ〕 75 62. 5 

(2)ない 38 3 1. 7 

(3)N. A. 4 3. 3 

(4)D. K. 3 2. 5 

付問 3.1 その影響はどのようなことですか。 N = 75人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)災害対策が抜本的に見直されるので、災害対策が進 20 26. 7 

む

(2)島原に対する国民の関心が低くなり、忘れられる可 46 6 1. 3 

能性がある。このため、予算の確保ができにくくな

る

(3)阪神・淡路大震災の復興に巨費が必要なため、島原 36 48. 0 

への投資が困難になる

(4)その他 1 1. 3 

(5)N. A. O O 

(6)D. K. O O 
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問4 火砕流の危険性がこのまま減少した場合、陸上自衛隊の災害派遣の撤収や現在

の災害対策本部は閉鎖されることが予想されます。しかし、梅雨時の土石流や眉

山の崩壊の危険が残されていますので、 24時間体制の監視や啓発用の教材を備え

た防災センターが必要だと思います。この防災センターはどこが作るべきだと思

いますか。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)国 58 48. 4 

(2)長崎県 29 24. 2 

(3)島原市 8 6. 7 

(4)島原市および周辺の町 4 3. 3 

(5)島原広域消防団本部 7 5. 8 

(6)その他 O O 

(7)N. A. 1 O. 8 

(8)D. K. 1 3 10. 8 

問 5 水無川のスーパー砂防ダムの建設が平成 7年 10月 28日に着工されています。

今後、警戒区域の解除につれて、上流側の砂防ダムの建設が計画されるものと思

いますが、どのようにダムを建設すべきと思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)現在の計画をそのまま進めるべきだ 75 62. 5 

(2)もっと大規模な工事にすべきだ 35 29. 2 

(3)もっと規模を縮小して行うべきだ O O 

(4)計画を抜本的に見直すべきだ 4 3. 3 

(5)その他 3 2. 5 

(6)N. A. 3 2. 5 

(7)D. K. O O 
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問 6 島原市は、平成 7年 3月に、災害復興計画を見直し、新たに中尾川流域の復興

計画の策定などをしていますが、あなたはこのことをご存知ですか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)はし、 9 1 75. 8 

(2)し、いえ 29 24. 2 

(3)N. A. O O 

(4)D. K. O O 

問7 噴火活動が停止したとすると、今後の災害復興に向けて重要なことはどのよう

なことだと考えますか。次のリストの中から該当する事柄をいくつでもお選びく

ださい。 N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)砂防計画の早期完成 90 75. 0 

(2)用地に対する地元の協力 66 55. 0 

(3)眉山 6渓の抜本的な土石流対策 74 6 1. 7 

(4)災害対策本部に代わる土石流や山体を監視する防 6 1 50. 8 

災センターの設置

(5)水無川流域および中尾川流域の全体的な視点から 5 1 42. 5 

の整備

(6)自立再建が困難な被災者に対する新たな支援策 3 7 30. 8 

(7)園、県、市町の復興財源の確保 66 55. 0 

(8)商工業の活性化対策 46 38. 3 

(9)農林水産業の基盤整備 38 3 1. 7 

(10)島原市の中心市街地(大手広場、アーケード街)の 3 5 29. 2 

再整備

(11)島原市・深江町の災害復興計画に挙げられた火山 53 44. 2 

観光化などの地域振興策の一本化・調整

(12)導流堤、砂防ダムの学習および体験の場への開放 1 8 1 5. 0 

(13)今回の噴火による被災家屋、火砕流跡などの保存 20 16. 7 

(14)諌早方面への地域高規格道路の早期実現 94 78. 3 

(15)その他 2 1. 7 

(16)N. A. 1 O. 8 

(17)D. K. O O 
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問 8 島原市災害復興計画は災害の長期化を前提に策定されていますが、このまま推

進すべきですか、それとも見直しが必要と考えられますか。下記の項目ごとにお

選びください。

(1)安中三角地帯の嵩上げ N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)このまま進める 6 1 50. 9 

(b)見直す 27 22. 5 

(c)わからない 2 1 1 7. 5 

(d)N. A. 1 0 8. 3 

(e)D. K. 1 O. 8 

(2)三会海岸埋め立て、住宅団地建設 N =1 20人

項 目 人数(人) (%) 

(a)このまま進める 37 30. 8 

(b)見直す 52 43. 3 

(c)わからない 1 8 1 5. 0 

(d)N. A. 1 1 9. 2 

(e)D. K. 2 1. 7 

(3)中尾川流域の砂防計画 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)このまま進める 84 70. 0 

(b)見直す 1 1 9. 2 

(c)わからない 1 0 8. 3 

(d)N. A. 1 3 10. 8 

(e)D. K. 2 1. 7 

(4)島原道路(地域高規格道路) N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(a)このまま進める 94 78. 4 

(b)見直す 1 0 8. 3 

(c)わからない 7 5. 8 

(d)N. A. 7 5. 8 

(e)D. K. 2 1. 7 
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H. 島原市で地震が生ずるとしたら どの程度の地震と被害が生ず

ると思いますか。

問 1 島原市で地震が生ずるとしたら、どの程度の地震が生ずると思いますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)震度回(弱震) 4 3. 3 

(2)震度N(中震) 22 1 8. 3 

(3)震度V(強震、長崎県の過去の最大地震、 1922年 40 33. 4 

千々石地震)

(4)震度VI(烈震、劉"路沖地震、はるか沖地震) 7 5. 8 

(5)震度W(激震、兵庫県南部地震) 4 3. 3 

(6)わからない 39 3 2. 6 

(7)N. A. 4 3. 3 

(8)D. K. O O 

問 2 島原市で地震が生じた場合、どの程度の被害が生ずると思いますか。

あてはまるものをリストの中からいくつでもお選びください。

N = 120人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)眉山の崩壊 96 80. 0 

(2)津波の発生 49 40. 8 

(3)都市大火 3 1 25. 8 

(4)地盤の液状化 33 27. 5 

(5)家屋の倒壊 79 65. 8 

(6)斜面の崩壊、石垣の崩壊 63 52. 5 

(7)水道の断水、都市ガスの停止、電力の停止による 79 65. 8 

ライフラインの被害

(8)道路の寸断 74 6 1. 7 

(9)その他 2 1. 7 

(10)N. A. 4 3. 3 

(ll)D. K. O O 

間3 あなたの地区の自主防災組織は、地震による災害に対し、安全と感じています
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か、それとも危険と感じていますか。

N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)安全 2 1. 7 

(2)どちらかといえば安全 28 23. 3 

(3)どちらかといえば危険 6 1 50. 8 

(4)危険 20 16. 7 

。)N. A. 5 4. 2 

(6)D. K. 4 3. 3 

付問 3.1 どのような点が危険と思いますか。次の中から特に危険だと感じてい

ることを 3つだ、け選んでお答えください。

N = 8 1人(複数回答)

項 目 人数(人) (%) 

(1)眉山が崩壊した場合に被害が及ぶ危険があるこ 45 55. 6 

と

(2)木造住宅が密集していること 23 28. 4 

(3)ブロック塀が多いこと 4 4. 9 

(4)道路が狭く、複雑に入り組んでいること 24 29. 6 

(5)道路際に通行の障害となるものが多いこと 9 1 1. 1 

(6)窓ガラスや看板などの落下の危険があること 4 4. 9 

(7)近くに危険物を扱っている工場があること 2 2. 5 

(8)地盤が弱いこと 1 0 1 2. 3 

(9)河川の氾濫や高潮・津波の危険があること 1 5 1 8. 5 

(10)火災のときに延焼を防ぐのに緑地帯や広場が少 1 4 1 7. 3 

ないこと

(11)近くに消火用水として、利用できる川やプール 1 2 14. 8 

などがないこと

(12)高層ビノレ・高層マンションが多いこと 2 2. 5 

(13)人や車が多いこと 1 2 14. 8 

(14)その他 2 2. 5 

(15)N. A. 1 2 14. 8 

(16)D. K. O O 

1.最後にあなた自身のことについてお伺いします。
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問 1 性別 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)男性 118 98. 4 

(2)女性 1 o. 8 

(3)N. A. 1 O. 8 

(4)D. K. O O 

問 2 年齢 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)20歳代 O O 

(2)30歳代 4 3. 3 

(3)40歳代 1 2 10. 0 

(4)50歳代 2 1 17. 5 

(5)60歳代 56 46. 7 

(6)70歳以上 26 2 1. 7 

(7)N. A. 1 O. 8 

(8)D. K. O O 

問 3 あなたの現在の職業をお教えください。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)公務員 5 4. 2 

(2)会社員 1 6 1 3. 3 

(3)農林水産業 1 3 10. 8 

(4)自営業 23 1 9. 2 

(5)サービス業 2 1. 7 

(6)無職 47 39. 2 

(7)その他 1 2 10. 0 

(8)N. A. 1 O. 8 

(9)D. K. 1 O. 8 
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問4 現在の町内に何年位お住まいですか。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1) 5年未満 5 4. 2 

(2) 5年以上 10年未満 6 5. 0 

(3)10年以上 20年未満 1 7 14. 2 

(4)20年以上 30年未満 20 16. 7 

(5)30年以上 70 58. 3 

(6)N. A. 1 O. 8 

(7)D. K. 1 O. 8 

問 5 自主防災組織の代表者の任期がありますか。 N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)ある (任期: 年) 76 63. 4 

(2)ない 40 33. 3 

(3)N. A. 4 3. 3 

(4)D. K. O O 

問6 それは、誰が決めますか N = 120人

項 目 人数(人) (%) 

(1)自治会長が決める 2 1. 7 

(2)推薦制 20 1 6. 6 

(3)結成時のリーダーがなる 2 1. 7 

(4)自治会長が兼任 90 75. 0 

(5)その他 1 O. 8 

(6)N. A. 5 4. 2 

(7)D. K. O O 
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B-2:地区別集計

〈問〉雲仙普賢岳の火山災害前と比べて、 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(ゴ会・森

近隣とのつきあいは変わりましたか N=38人
岳・霊丘・白山)

N=82人

(1)以前に比べて非常に親密になった 3 (7. 9%) 3 (3. 7%) 

(2)以前に比べて多少親密になった 9 (2 3. 7 %) 2 8 (3 4. 1 %) 

(3)以前とほとんど変わらない 20 (5 2. 6 %) 49 (59.8%) 

(4)以前に比べて多少悪化した 3 (7. 9 %) 1 (1. 2 %) 

(5)以前に比べて非常に悪化した 3 (7. 9%) o (0%) 
(6)わからない o (0%) 1 (1. 2 %) 

く問〉今回の火山災害を契機として、町内 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(二会・森

会活動は変わったと思いますか N=32人
岳・霊正・白山)

N=73人

(1)思う 16 (50. 0 %) 1 7 (23. 3%) 

(2)思わない 16 (50.0%) 56 (7 6. 7 %) 
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〈問〉自主防災組織はどのよう
コ会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区

な状況ですか
(N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N二25 (N=25 
人) 人) 人) 人) 人) 人)

(1)自主防災組織はできている
ことになっているが、まだ具体 2 3 3 2 
的なことは決まっていない

(2)自主防災組織の役員および
班長は決まっているが、形の上

9 6 
だけでまだ活動するまでには

15 7 9 17 

至っていない

(3)自主防災組織の役員および
班長などの組織が決められ、連

6 6 
絡網や避難時役割などが決めら

5 5 14 3 

れている

(4)自主防災組織の組織および
災害時の連絡網や避難時役割な
どが決められている。さらに、 O O 。 O 
避難訓練などの平常時の活動も
行っている
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く問〉導流堤・砂防ダム・導流工の砂 三会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
防事業は地元にどのような効果を (N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 
もたらしていると思いますか 人) 人) 人) 人) 人) 人)

(1)地域の安全を将来にわたって確
11 9 15 12 16 18 

保する

(2)被害の拡大を防止している 15 8 21 15 22 23 

(3)道路・鉄道などの交通路を確保
8 7 15 12 17 15 

する

(4)雇用の確保に役立つ 4 3 4 3 

(5)土地の買い上げにより火砕流・
土石流被災地の住民の生活再建に 5 5 10 5 5 10 
役立つ

(6)地場の建設業の技術力の向上に
3 7 2 3 

役立つ

(7)被災地の全体的な復興計画の支
援(安中一角地帯の嵩上げなど) 4 11 5 10 14 
に役立つ

(8)地元の資材の購入、職員の定住
4 4 O 

による経済的効果がある

(9)その他 。 O 1 O O 

〈問〉雲仙普賢岳火山災害の復興 ゴ会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
に、阪神・淡路大震災の影響はある (N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 
と思いますか 人) 人) 人) 人) 人) 人)

(1)ある 8 12 15 13 11 16 

(2)ない 9 l 6 3 13 6 
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〈問〉噴火活動が停止したとする
三会地区 杉谷地区 森岳地区 震丘地区 白山地区 安中地区

と、今後の災害復興に向けて重要
(N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 

なことはどのようなことだと考え
人) 人) 人) 人) 人) 人)

ますか(複数回答)

(1)諌早方面への地域高規格道路の
15 8 20 14 20 17 

早期実現

(2)砂防計画の早期完成 14 8 18 10 19 21 

(3)眉山六渓の抜本的な土石流対策 7 5 14 14 19 15 

(4)用地に対する地元の協力 11 6 16 6 14 13 

(5)園、県、市町の復興財源の確保 7 7 13 11 14 14 

(6)災害対策本部に代わり土石流や
山体を監視する防災センターの設 6 3 14 11 14 13 
置

(7)島原市・深江町の災害復興計画
に挙げられた火山観光化などの地 7 4 11 6 12 13 
域振興策の一本化・調整

(8)水無川流域および中尾川流域の
8 5 10 5 10 13 

全体的な視点からの整備

(9)商工業の活性化対策 3 2 11 7 14 9 

(10)農林水産業の基盤整備 4 3 10 5 5 11 

(11)自立再建が困難な被災者に対
3 5 9 3 7 10 

する新たな支援策

(12)島原市の中心市街地(大手広
3 3 10 7 7 5 

場、アーケード街)の再整備

(13)今回の噴火による被災家屋、
O 10 4 4 

火砕流跡などの保存

(14)導流堤・砂防ダムの学習およ
2 1 8 1 3 3 

び体験の場への解放

(15)その他 。 。 。 O 
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〈問〉地震による災害に対し、どの コ会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
ような点が危険と思いますか(複数 (N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 
回答) 人) 人) 人) 人) 人) 人)

(1)眉山が崩擦した場合に被害が及
2 3 6 11 14 9 

ぶ危険があること

(2)木造住宅が密集していること l 2 3 7 7 3 

(3)ブロック塀が多いこと 1 O l O 1 

(4)道路が狭く、複雑に入り組んで
4 3 4 3 6 4 

し、ること

(5)道路際に通行の障害となる物が
O l 2 4 

多いこと

(6)窓ガラスや看板などの落下の危
O 1 2 。 l 。

険があること

(7)近くに危険物を取り扱っている
2 O O O O O 

工場があること

(8)地盤が弱いこと I O 3 5 O 

(9)河川の犯濫や高潮・津波の危険性
2 2 4 4 2 

があること

(10)火災に時に延焼を防ぐのに緑地
l O 3 3 5 2 

帯や広場がないこと

(11)近くに消火用水として利用でき
1 O 3 1 4 3 

る川やプールがないこと

(12)高層ビル・高層マンションが多
O O 1 O O 

b 、こと

(13)人や車が多いこと 3 2 3 2 

(14)その他 O 。 O O O 2 
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く問〉島原市で地震が生じた コ会地区 杉谷地区 森岳地区 霊丘地区 白山地区 安中地区
場合、どの程度の被害が生ず (N=18 (N=13 (N=23 (N=16 (N=25 (N=25 
ると思いますか(複数回答) 人) 人) 人) 人) 人) 人)

(1)眉山の崩壊 14 12 15 14 21 20 

(2)津波の発生 8 8 9 7 10 7 

(3)都市大火 2 3 4 7 9 6 

(4)地盤の液状化 4 3 5 7 7 7 

(5)家屋の倒嬢 10 9 15 10 17 18 

(6)斜面、石垣の崩嬢 9 6 11 8 14 15 

(7)ライフラインの被害 9 8 14 10 18 20 

(8)道路の寸断 8 9 15 12 14 16 

(9)その他 O O O 。
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〈問〉雲仙普賢岳の火山災害前と比べて、 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(三会・森

近隣とのつきあいは変わりましたか N=38人
岳・霊丘・白山)

N=82人

(1)以前に比べて非常に親密になった 3 (7. 9 %) 3 (3. 7 %) 

(2)以前に比べて多少親密になった 9 (23. 7 %) 28 (34. 1 %) 

(3)以前とほとんど変わらない 20 (52. 6 %) 4 9 (5 9. 8 %) 

(4)以前に比べて多少悪化した 3 (7. 9 %) 1 (1. 2 %) 

(5)以前に比べて非常に悪化した 3 (7. 9 %) o (0%) 

(6)わからない o (0%) 1 (1. 2%) 

〈問〉今回の火山災害を契機として、町内 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(=会・森

会活動は変わったと思いますか N=32人
岳・霊丘・白山)

N=73人

(1)思う 16 (50.0%) 1 7 (23. 3 %) 

(2)思わない 16 (50. 0 %) 56 (76. 7 %) 
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〈問〉自主防災組織はどのような状況です 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(二会・森
岳・霊丘・白山)

カミ N=36人
N=80人

(1)自主防災組織はできていることになっ
ているが、まだ具体的なことは決まってい 3 (8. 3%) 9 (11. 3%) 

ない

(2)自主防災組織の役員および班長は決
まっているが、形の上だけでまだ活動する 23 (63.9%) 40 (50.0%) 

までには至っていない

(3)自主防災組織の役員および班長などの
組織が決められ、連絡網や避難時役割など 9 (25. 0 %) 30 (37. 5 %) 

が決められている

(4)自主防災組織の組織および災害時の連
絡網や避難時役割などが決められている。

1 (2. 8%) 1 (1. 2%) 
さらに、避難訓練などの平常時の活動も
行っている
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〈問〉導流堤・砂防ダム・導流工の砂防事業は地 被災地区(安中・杉
非被災地区(ニ

元にどのような効果をもたらしていると思い 谷)
会・森岳・霊丘・白

ますか(複数回答) N=38人
山)

N=82人

(1)被害の拡大を防止している 3 1 (8 1. 6 %) 73 (89. 0 %) 

(2)地域の安全を将来にわたって確保する 27 (7 1. 1 %) 54 (6 5. 9 %) 

(3)道路・鉄道などの交通路を確保する 22 (57. 9 %) 52 (6 3. 4 %) 

(4)被災地の全体的な復興計画の支援(安中一
1 5 (39. 5 %) 30 (3 6. 6 %) 

角地帯の嵩上げなど)に役立つ

(5)土地の買い上げにより火砕流・土石流被災
1 5 (39. 5 %) 25 (30. 5 %) 

地の住民の生活再建に役立つ

(6)地場の建設業の技術力の向上に役立つ 4 (10. 5 %) 1 3 (1 5. 9 %) 

(7)雇用の確保に役立つ 4 (10. 5 %) 1 2 (14. 6 %) 

(8)地元の資材の購入、職員の定住による経済
2 (5. 3 %) 9 (1 1. 0 %) 

的効果がある

(9)その他 1 (2. 6 %) 1 (1. 2 %) 

被災地区(安中・杉
非被災地区(ニ

〈間〉雲仙普賢岳火山災害の復興に、阪神・淡 会・森岳・霊丘・白
路大震災の影響はあると思いますか

谷)
山)

N=35人
N=78人

(1)ある 28 (8 O. 0%) 47 (60. 3 %) 

(2)ない 7 (20. 0%) 3 1 (39. 7%) 
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被災地区(安中・杉
非被災地区(三

〈問〉今後、水無川上流の砂防ダムは、どのよ 会・森岳・霊丘・白
うに建設すべきであると思いますか

谷)
山)

N=37人
N=80人

(1)現在の計画をそのまま進めるべきだ 20 (54. 1 %) 55 (68. 8 %) 

(2)もっと大規模な工事にすべきだ 1 3 (35. 1 %) 22 (27. 5 %) 

(3)もっと規模を縮小して行うべきだ o (0%) o (O'l也)

(4)計画を銭本的に見直すべきだ 3 (8. 1 %) 1 (1. 2 %) 

(5)その他 1 (2. 7 %) 2 (2. 5 %) 
一一一一 一

〈問〉島原市は、平成7年3月に災害復興計画を
被災地区(安中・杉

非被災地区(ニ
見直しています(新たに中尾川流域の復興計画 会・森岳・霊丘・白
の策定など)が、あなたはこのことをご存じ

谷)
山)

ですか
N=38人

N=82人

(1)はし、 25 (65. 8 %) 66 (80. 5弔也)

(2)1! ¥"、ぇ 1 3 (34. 2 %) 16 (19. 5%) 
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〈問〉噴火活動が停止したとすると、今後の災 被災地区(安中・杉
非被災地区(ニ

会・森岳・霊丘・白
害復興に向けて重要なことはどのようなこと 谷)

山)
だと考えますか(複数回答) N=38人

N=82人

(1)諌早方面への地域高規格道路の早期実現 25 (65.70，も) 69 (8 4. 1 %) 

(2)砂防計画の早期完成 29 (7 6. 3号也) 6 1 (74. 4%) 

(3)眉山六渓の抜本的な土石流対策 20 (52.6%) 54 (65.9%) 

(4)用地に対する地元の協力 19 (50. 0 %) 47 (57. 3 %) 

(5)園、県、市町の復興財源の確保 2 1 (55. 3 %) 45 (54. 9 %) 

(6)災害対策本部に代わり土石流や山体を監視
16 (42. 1 %) 45 (54. 9 %) 

する防災センターの設置

(7)島原市・深江町の災害復興計画に挙げられ
た火山観光化などの地域振興策の一本化・調 1 7 (44. 7 %) 36 (43. 9%) 

整

(8)水無川流域および中尾川流域の全体的な視
18 (47. 4 %) 33 (40. 2%) 

点からの整備

(9)商工業の活性化対策 1 1 (28. 9%) 35 (42. 7%) 

(10)農林水産業の基盤整備 1 4 (36. 8%) 24 (29. 3 %) 

(11)自立再建が困難な被災者に対する新たな
15 (39. 5 %) 22 (26. 8 %) 

支援策

(12)島原市の中心市街地(大手広場、アー
8. (2 1. 1 %) 27 (32. 9 %) 

ケード街)の再整備

(13)今回の噴火による被災家屋、火砕流跡な
2 (5. 3 %) 18 (22. 0 %) 

どの保存

(14)導流堤・砂防ダムの学習および体験の場
4 (10. 5%) 1 4 ( 1 7. 1 %) 

への解放

(15)その他 o (0%) 2 (2. 4 %) 
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〈問〉災害の長期化を前提に策定されている島原市災害復興計画は、このまま
進めるべきですか、それとも見直しが必要と考えられますか

被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(二会・森

(1)安中ニ角地帯の嵩上げ 岳・霊丘・白山)
N=36人

N=73人

(a)このまま進める 18 (50.0%) 43 (58. 9%) 

(b)見直す r 3 (36. 1%) 1 4 (19. 2 %) 

(c)わからない 5 (13. 9%) 16 (2 1. 9%) 
'-

被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(一会・森

(2)三会海岸埋め立て、住宅団地建設 岳・霊丘・白山)
N=34人

Nニ73人

(a)このまま進める 8 (23. 5%) 29 (39. 7%) 

(b)見直す 19 (55. 9 %) 33 (45. 2 %) 

(c)わからない 7 (20. 6 %) 1. 1 (15. 1 %) 

被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(ニ会・森

(3)中尾川流域の砂防計画
Nニ33人

岳・霊丘・白山)
N=72人

(a)このまま進める 20 (6 O. 6~も) 64 (88. 8%) 

(b)見直す 7 (21. 2%) 4 (5. 6%) 

(c)わからない 6 (1 8. 2 %) 4 (4. 6~也)

(4)島原道路 被災地区(安中・杉谷)
非被災地区(ニ会・森

(地域高規格道路) N=35人
岳・霊丘・白山)

N=76人

(a)このまま進める 30 (85. 7 %) 64 (84. 2 %) 

(b)見直す 2 (5. 7 %) 8 (10. 5 %) 

(c)わからない 3 (8. 6%) 4 (5. 3 %) 
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